
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

農農農農    村村村村    

Ｊ ＲＪ ＲＪ ＲＪ Ｒ     

11115555----000044444444    

マラウイ共和国マラウイ共和国マラウイ共和国マラウイ共和国    

持続可能な土地管理促進プロジェクト持続可能な土地管理促進プロジェクト持続可能な土地管理促進プロジェクト持続可能な土地管理促進プロジェクト    

終了時評価調査報告書終了時評価調査報告書終了時評価調査報告書終了時評価調査報告書    

    

    

農村開発部農村開発部農村開発部農村開発部    

独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構    

    

（（（（2012012012015555年）年）年）年）  

 

平成平成平成平成 22227777 年年年年 7777 月月月月    



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マラウイ共和国マラウイ共和国マラウイ共和国マラウイ共和国    

持続可能な土地管理促進プロジェクト持続可能な土地管理促進プロジェクト持続可能な土地管理促進プロジェクト持続可能な土地管理促進プロジェクト    

終了時評価調査報告書終了時評価調査報告書終了時評価調査報告書終了時評価調査報告書    

    

    

農村開発部農村開発部農村開発部農村開発部    

独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構    

    

（（（（2012012012015555年）年）年）年）  

 

平成平成平成平成 22227777 年年年年 7777 月月月月    



 

 

序序序序                    文文文文 

 

独立行政法人国際協力機構は、マラウイ共和国と締結した討議議事録に基づき、技術協力プロ

ジェクト「持続可能な土地管理促進プロジェクト」を、2011 年 11 月から 4 年間の予定で実施し

てきました。 

このたび、プロジェクトの協力期間の終了を 2015 年 11 月に控え、JICA は 2015 年 4 月 13 日か

ら 5 月 1 日までの間、JICA 農村開発部農業・農村開発第二グループ第四チーム 天目石慎二郎を

団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、マラウイ共和国側評価チームと合同で、これまで

の活動実績等について総合的評価を行いました。これらの評価結果は、日本・マラウイ共和国双

方の評価チームによる討議を経て合同評価報告書としてまとめられ、署名・交換のうえ、両国の

関係機関に提出されました。 

本報告書は、同調査団によるマラウイ共和国政府関係者との協議及び評価調査結果等を取りま

とめたものであり、日本・マラウイ共和国両国の親善と関連する国際協力の推進に広く活用され

ることを願うものです。 

終わりに、本調査の実施にあたり、ご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、厚く御礼を申し

上げるとともに、当機構の業務に対して今後とも一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 27 年 5 月 

 

独立行政法人独立行政法人独立行政法人独立行政法人    国際協力機構国際協力機構国際協力機構国際協力機構 

農村開発部長 北中北中北中北中    真人真人真人真人 
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評価評価評価評価調査調査調査調査結果要約表結果要約表結果要約表結果要約表 

１．案件の概要 

国名：マラウイ共和国 案件名：持続可能な土地管理促進プロジェクト 

分野：農業・農村開発 援助形態：技術協力プログラム 

所管部署：JICA 農村開発部 協力金額（評価時点）：3.95 億円 

協力期間： 

2011 年 11 月～2015 年 11 月

（4 年間） 

先方関係機関：農業・灌漑・水開発省（MoAIWD）土地資源保

全局（LRCD） 

１－１ 協力の背景と概要 

マラウイ共和国（以下、「マラウイ」と記す）の総労働人口の約 80％は農業セクターに従事し、

その 90％以上は 1 世帯当たりの平均農地面積が約 0.8ha の小規模農民である。種子や肥料などの

農業投入資材、土壌保全・肥沃度向上の技術、灌漑や水管理技術などへのアクセスは不十分で農

業生産性は総じて低い。このため、乾期には食料不足に陥る農村住民も多く、国家レベルでも重

大な食料危機がしばしば発生している。近年は農業用投入資材補助金プログラム（Farm Input 

Subsidy Program：FISP）に加え、好天に恵まれたこともあり主食のメイズが自給を達成するなど

食料事情に改善がみられたが、ここ数年再び食料不足が問題となっている。貧困率は 51％（2011

年）と依然として非常に高く、特に農村部では 56％と都市部の 17.3％
1
に比べて著しく高い。国

内の貧困を削減するため、全国的な農業生産性の向上・安定化が急がれている。 

このような課題に対応するため、マラウイ政府は 2009 年に「農業セクター・ワイド・アプ

ローチ（Agriculture Sector Wide Approach：ASWAp）」を策定し、そのなかで開発政策の 1 つと

して持続可能な土地管理（Sustainable Land Management：SLM）技術の普及を重点課題に位置

づけている。SLM 技術は、土壌肥沃度改善、土壌・水保全、保全型農業、雨水利用、アグロフ

ォレストリーから構成される。農家が圃場でこれらの技術を組み合わせて適用することによ

り、地力の向上・維持と農業生産性の向上を図ることを目的としている。なお、このプロジェ

クトは、SLM 技術のなかでも特に「土壌肥沃度改善」技術に焦点を当てている。 

農業・灌漑・水開発省（Ministry of Agriculture, Irrigation and Water Development：MoAIWD
2
）

は、FISP による農家に対する優良種子や化学肥料の安価での提供などを通じて農業生産を支え

ているが、農業投入資材の供給量は圧倒的に不足している。化学肥料などの投入が限られ、化

学肥料による土壌の劣化が問題となるなかで農業生産性を向上させるためには、堆肥の適用や

土壌流出の防止が特に重要となるが、MoAIWD はそうした地力向上・維持に必要な技術を十分

に普及できていない。 

このような背景から、マラウイ政府は SLM の普及を進めるための技術支援をわが国に要請

した。本要請を受け、 JICA は、MoAIWD 土地資源保全局（Land Resources Conservation 

Department：LRCD）をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、2011 年 11 月から 4

年間の予定で持続可能な土地促進管理プロジェクト（以下、「本プロジェクト」と記す）を実 

                                                        
1
 National Statistics Office （NSO）Statistical Year Book, 2012 P.90 

（http://www.nsomalawi.mw/images/stories/data_on_line/general/yearbook/2012%20Statistical%20Yearbook.pdf） 

2 2014 年の総選挙に伴い、農業食料安全保障省（Ministry of Agriculture and Food Security: MoAFS）から MoAIWD に組織改編がな

された。本報告書では、PDM Ver.2 の引用ではそのまま MoAFS を使用し、本文と PDMVer.3 案では MoAIWD を使用する。 



 

ii 

施している。 

本プロジェクトは、ルニャングワ農業試験場とも協力しながらマラウイ北部のムズズ農政

局（Agricultural Development Division：ADD）管轄地域を対象として実施している。土壌肥

沃度改善に重点を置きながら、科学的に裏づけされた土壌肥沃度改善技術の開発を行い、

MoAIWD の農民に対する指導能力強化をめざしている。本終了時調査は、2015 年 11 月のプ

ロジェクト終了を控え、活動の実績や成果を評価・確認し、今後のプロジェクト活動に対す

る提言及び今後の類似事業実施のための教訓を導くことを目的とし、実施された。 

 

１－２ 協力内容（Project Desgin Matrix Ver.2 に基づく） 

（1）上位目標 

適切な持続可能な土地管理技術（Sustainable Land Management：SLM 技術）

3
が全国に普

及される 

 

（2）プロジェクト目標 

適切な SLM 技術を普及するための農業食料安全保障省（MoAFS）の能力が向上する 

 

（3）アウトプット 

1）ムズズ農政局（ADD）における土壌・堆肥試験や圃場試験実施のための組織的・人的

キャパシティが向上する 

2）ムズズ ADD の土地資源保全局（LRCD）の専門技術員と普及員が SLM 技術を習得する 

3）堆肥作りと施肥技術がパイロットサイトの農家によって適用される 

4）SLM 技術を全国に普及するための方策が示される 

 

（4）投入（評価時点） 

1）日本側 

総投入金額：3.4 億円 

専門家派遣：長期専門家派遣（延べ 2 名）、短期専門家派遣（延ベ 8 名） 

機材供与：約 3,202 万円

4
、ローカルコスト負担：約 4,147 万円（2011 年 11 月～2015

年 3 月末） 

研修員派遣（本邦研修）：C/P 研修 3 名 

2）マラウイ側 

C/P 人材の配置：計 23 名〔プロジェクト・ディレクター： LRCD 局長、プロジェクト

副ディレクター：LRCD 副局長、プロジェクト・マネジャー：ムズズ ADD 主席土地資

源保全官、C/P：対象県農業事務所土地資源保全局専門技術員（Land Resource Conservation 

Officer：LRCO）、農業試験場技術者〕 

施設提供：ムズズ ADD 内の事務室をプロジェクト執務室として提供、棚机、椅子等

備品を配置、会議室などの利用、農業試験場の実証用圃場の利用、堆肥作成用備品費 

                                                        
3
 以後「SLM 技術」は、プロジェクトで推奨する堆肥施用を中心とした土壌肥沃度改善技術を指す。 

4
 JICA 平成 26 年度 3 月レート（1MWK＝0.276 円）による。 
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など負担。 

〔年次予算額：MWK36,030,202（ 9,944,335 円）、 2015 年 4 月までの執行額：

MWK17,907,790（4,942,550 円）〕 

２．調査団の概要 

 担当分野 氏 名 所 属 

日

本

側 

団長 天目石 慎二郎 JICA 農村開発部農業・農村開発第二グループ第四チー

ム課長 

協力企画 田村 俊輔 JICA 農村開発部農業・農村開発第二グループ第四チー

ム特別嘱託 

評価分析 白井 和子 株式会社かいはつマネジメント・コンサルティング 

マ

ラ

ウ

イ

側 

団長 Mr. Lloyd Liwimbi MoAIWD, 農 業 研 究 サ ー ビ ス 局 （ Department of 

Agricultural Research Services：DARS）チテゼ農業試験

場 チーフ農業研究科学者 

評価団員 Mr. Thaf Mlebe MoAIWD, LRCD エコノミスト 

評価団員 Ms. Beatrice Mbakaya MoAIWD, 農 業 普 及 サ ー ビ ス 局 （ Department of 

Agricultural Extension Services：DAES）ムズズ農政局 

チーフ農業普及主任官 

調査期間 2015 年 4 月 13 日〜5 月 1 日 評価種類：終了時評価調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：適切な SLM 技術を普及するための農業食料安全保障省（MoAFS）

の能力が向上する。 

プロジェクト目標は残りの活動が予定どおり実施されれば達成される見込み。 

 

指 標 達成状況 

1．SLM 技術ハンドブ

ックが DAES により承

認され、28 県すべての

LRCD 及び普及の専門

技術員に配付される 

プロジェクトは 2014/2015 作期の試験結果を踏まえ、SLM 技術ハン

ドブックを取りまとめる。同ハンドブックは MoAIWD の技術検討委

員会の承認を得て、28 県の LRCD 及び専門技術員に配付される予定。

他方、プロジェクトは今後、主にアウトプット 4 に関する実施計画

を策定するが、プロジェクト期間内に同ハンドブックを 28 県の普及

員と県の技術専門員に配付するに至るには、時間的制約を見据えた

働きかけが必要である。現場では既にプロジェクトが作成した堆肥

作成・施肥リーフレットは活用されている。 

2．土壌・堆肥分析サー

ビスが北部地域におい

て提供され、分析結果

が普及員と農家によっ 

ルニャングワ農業試験場の分析室がプロジェクト支援により整備さ

れ、C/P への技術移転が進み、北部地域の土壌・施肥分析サービス

は既に開始されている。分析結果の利用については、農家まで伝わ

っていないケースと、農家は結果を得たが内容が理解されていない 
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て利用されるようにな

る 

ケースが確認された。 

 

（2）アウトプットの達成度 

中間レビュー以降、PDM Ver.2 と Plan of Operations（PO）に基づきプロジェクト活動が

実施され、アウトプット 1 から 3 はほぼ達成した。アウトプット 4 は、活動が予定どおり

実施されればプロジェクト終了までに達成される見込みである。各アウトプットの達成状

況は以下のとおり。 

1）アウトプット 1：「ムズズ ADD における土壌・堆肥試験や圃場試験実施のための組織

的・人的キャパシティが向上する」は、以下のとおりほぼ達成した。 

分析マニュアルのドラフトが作成され、ルニャングワ農業試験場では土壌と堆肥分析

サービスが開始された。研究プロトコルに基づき 1,700 近くのメイズ生育に関するデー

タが収集された。NGO、民間セクター、警察など外部組織からも 787 件の試験が依頼さ

れた。2014/2015 作期の試験結果は分析中だが、リード・ファーマー（Lead Farmer：LF）、

試験場でのメイズ生育は干ばつのなかでも 2014 年よりも明らかに向上している。  

2）アウトプット 2：「ムズズ ADD の LRCD の専門技術員と普及員が SLM 技術を習得す

る」は、ある程度達成された。 

プロジェクト開始から 2015 年 2 月までに 585 名のムズズ ADD 管下の県専門技術員

（LRCO, または Subject Matter Specialist：SMS）、普及員（Agricultural Extension and 

Development Officer：AEDO）が堆肥作成と施用に関する研修を受講した。普及員、LF

向け研修マニュアルも第 3 版まで作成され、県専門技術員の堆肥作成と施用に関する普

及員向け指導能力は向上した。 

3）アウトプット 3：「堆肥作りと施肥技術がパイロットサイトの農家によって適用される」

は、プロジェクト終了までに達成される見込み。 

プロジェクトでは 49 名の LF を対象に圃場実証を行っている。研修を受けた LF のう

ち 2013/2014 作期 45 人（91％）、2014/2015 作期 42 人（86％）が、展示圃場で堆肥を施

用したメイズを栽培している。水、堆肥作成に必要な材料（特に家畜糞）、運搬費の不

足などが LF 数の減少の主な理由として確認された。LF はフォロワー・ファーマー

（Follower Farmer：FF
5
）を指導している。プロジェクトはプロジェクト終了まで LF と

FF 向け普及活動を重点的に行う予定。 

4）アウトプット 4：「SLM 技術を全国に普及するための方策が示される」は、活動が予

定どおり実施されればプロジェクト終了までに達成する見込み。 

プロジェクトは圃場試験の結果を踏まえ、推奨する SLM 技術メッセージ

6
を全国に普

及するためのワークショップ/セミナーをプロジェクト終了前までに開催する予定であ

る。 

 

                                                        
5
 LF と FF の関係は本プロジェクト終了時評価報告書に記載のとおり。 

6
 技術メッセージには堆肥作成技術に限らず、土壌肥沃度向上の必要性や、土壌特性を踏まえた施肥とその際の堆肥施用の推

奨、化学肥料との併用の効果なども含まれる。 
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３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

・マラウイ政府の農業分野における最上位の投資プログラムである ASWAp の 3 本柱の 1

つに持続可能な土地・水管理が設定されている。ムズズ ADD の LRCO、普及員、対象

農家（LF、FF）の土壌肥沃度改善へのニーズにプロジェクトは応えている。 

・中間レビューの結果、アウトプット 4 と 5 が 1 つにまとまり、指標が明確化されプロジ

ェクト管理が容易となった。プロジェクトはマラウイの農業分野の普及方法として確立

している LF 制度を活用し、堆肥作成・施用の普及を進めている点でアプローチの妥当

性も高い。  

 

（2）有効性：中程度 

・プロジェクトは今後残りの活動が予定どおり実施されれば、プロジェクト終了までに目

的を達成すると見込まれる。 

・アウトプット 1～3 はプロジェクト目標達成へ貢献している。アウトプット 4 は上位目

標達成への布石でもあるが、活動の推進、完了が待たれている。 

 

（3）効率性：中程度 

・アウトプット 1～3 はある程度達成されている。プロジェクトは今後アウトプット 4 の

達成に向け動き出す予定。 

・日本側投入はプロジェクト開始当初の専門家派遣や機材設置の遅れなどが全体の進捗に

影響を及ぼした。 

・マラウイ側の資金的投入不足は現場での普及活動に大きく影響を及ぼしている。ルニャ

ングワ農業試験場は主に日本側からの投入（化学薬品費、労働者傭上費など）により運

営されている。 

 

（4）インパクト：中程度 

・上位目標の達成は、LRCD の予算配賦へのコミットメント次第である。予算が確保され

ればある程度プロジェクトで推進している技術の普及は見込まれる。 

・プロジェクトが推奨する技術は既にいくつかの NGO で適用されている。 

・プロジェクトが推奨する有機肥料の適用は環境へのプラスのインパクトを意図している

ものであり、堆肥による土壌肥沃度改善の実証と分析がプロジェクトによって実施され

ている。 

・マイナスのインパクトは特に確認されなかった。 

 

（5）持続性：中程度 

・政策面：MoAIWD の最も中心的な投資プログラムである ASWAp の 3 本柱の 1 つに持続

可能な土地・水管理が設定されている。SLM 技術推進への政策的後押しは継続すると見

込まれる。 

・体制面：LRCO から FF に至る普及システムは確立しているが、普及員の充足率は全国

で 64％であり、課題は残る。ルニャングワ農業試験場には 1 名研究員が配置されたが、
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増加する土壌分析ニーズに十分対応できるか課題となり得る。 

・財政面：これまでのプロジェクト実施において予算面で日本側に依存してきた状況を踏

まえると、今後の活動を維持する予算の確保は LRCD と DAES のコミットメント次第と

見込まれる。ルニャングワ農業試験場の土壌分析による収益のうち 80％が正式に試験場

に入ることになれば同組織の分析サービス事業の持続性は高まる。 

・技術面：試験場の技術は維持されると見込まれるが職員の異動も頻繁であり、新入職員

への技術移転には不安が残る。プロジェクトが研究、普及してきた技術は地元で得られ

る材料を用いているが、家畜糞や水の入手など地域によって厳しいことも確認された。 

・C/P、T/G のオーナーシップ：県、普及員、農家レベルのプロジェクトが移転した技術の

維持への意欲は高い。農家は FF への指導も継続すると表明している。一方、ムズズ ADD

の運営管理体制の強化は、将来の技術維持発展に向け大きな課題である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

PDM の改訂により、アウトプット 4 と 5 が整理され、より運営管理がしやすくなった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

プロジェクトでは、研究プロトコルによる圃場実証レビュー会合を 2014 年 9 月に各対

象県で初めて開催した。会合でプロジェクトは、前年作付け期の進捗と次年度作付け期の

計画を発表した。本会合を通じ、関係者のコミュニケーションは改善し、特に LF のプロ

ジェクトに関する理解が深まった。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

プロジェクト前半は日本側、マラウイ国側双方の人材の要員計画が十分でなく、適時配

置が困難であった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

本調査団は中間レビュー時同様、現在もプロジェクト管理チーム（Project Management 

Team：PMT）内でコミュニケーションに改善の余地があることを確認した。 

 

３－５ 結論 

プロジェクトは堆肥作成・施用技術の科学的検証と農家への普及をつなぐという意味におい

て価値あるものである。活動は PDM 改訂版に沿って進捗し、プロジェクト目標は残りの活動

が予定どおり実施されれば達成されると見込まれている。 

土壌/堆肥分析サービスが北部地域で開始された点はプロジェクトの大きな成果である。今後

ムズズ ADD のオーナーシップにより普及活動が進められることが期待され、それはプロジェ

クトの持続性につながるものである。 

また、5 項目評価についても中程度もしくは高い判定結果に至った。 

上記の現状を踏まえ、調査団は本プロジェクトが予定どおり終了することが適切である、と
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の結論に至った。 

 

３－６ 提言 

（1）今後の活動計画の策定（協力期間中、協力終了後） 

技術資料の作成、SMS や普及員の能力強化、SLM 技術の全国普及に向けた活動など今

後一層加速化が求められる活動が残されているため、①協力期間中、②協力終了後に実施

すべき活動を具体化し、活動計画を策定することが求められる。上記活動計画の策定はマ

ラウイ側が中心となり、本評価終了後 1 カ月以内に作成するとともに、個々の活動の進捗

管理を行っていくべきである。また、成果がまとまった段階で ASWAp の関係ワーキング

グループなどの場で積極的に発信していくことが求められる。 

 

（2）持続性の向上 

1）SLM 技術の全国への普及 

マラウイ側予算の不足が大きな不安材料となっているため、関係部局が連携してマラ

ウイ政府の他のプログラム/プロジェクト等から必要な予算を確保するよう働きかけて

いくことが求められる。また、SLM 技術の普及を推進する他機関との連携の可能性を具

体的に探っていくことも必要である。 

2）ルニャングワ農業試験場における継続的な活動 

土壌/堆肥分析サービスに関してルニャングワ農業試験場では分析料の徴収を開始し

たが、これは今後の分析活動の持続性を高めるうえで有効である。ただし、現状では分

析料の徴収を通じて十分な資金を確保できるか不透明である。また圃場堆肥試験に関し

ては今後の予算措置のめどが立っていない。したがって、SLM 技術の普及と同様にマラ

ウイ政府の他のプログラム/プロジェクト等から必要な予算を確保するよう働きかけて

いくことが求められる。 

 

（3）技術資料の作成 

1）作成すべき技術資料の明確化 

プロジェクト活動の成果を基に①どのような技術資料を、②だれ向けに、③いつまで

に、④どれくらい作成するのかを明確にするとともに、スケジュールを具体化すること

が求められる。なお、上記プロセスはマラウイ側の主体的な取り組みの下で進められる

ことが望まれる。 

2）農民にも分かりやすい SLM に係る技術メッセージの取りまとめ 

SLM 技術が農民に取り入れられるよう、分かりやすさとメッセージ性を意識するなど

農民にも理解できるものとするよう十分に配慮する必要がある。 

 

（4）ムズズ ADD の主体性の強化 

プロジェクト活動の中心は研究から技術資料の作成や普及に軸足が移りつつあること

もあり、ムズズ ADD の役割は一層重要性を増している。また、ムズズ ADD は協力終了後

の活動の実施・全国に向けた拡大において中心的な役割が期待されている。したがって、

今後はムズズ ADD が中心的な役割を果たしたうえでプロジェクト活動に係る計画立案、
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実施及びモニタリングなどを進めていくことが求められる。 

 

（5）提言事項の進捗の確認 

上記提言事項の進捗を定期的に確認するためマラウイ側が中心となりプログレスレポ

ートをまとめ LRCD の局長宛に提出することを想定している。各提言事項の進捗の確認は

協力終了までにとどまらず、活動の持続性及び SLM 技術の幅広い普及を担保するため、

協力終了後もマラウイ側により継続的に実施していくことが望まれる。 

 

（6）上位目標の見直し 

現行 PDM Ver.2 の上位目標には、実現可能性が不透明な過大な指標が含まれていた。し

たがって、現実的な指標を設定するべくマラウイ側調査団と協議を行い、改定案を取りま

とめた（付属資料 9 参照）。 

 

３－７ 教訓 

（1）農業分野案件におけるプロジェクト期間の設定 

農業分野では作付け期の数がプロジェクトの目標達成への制約となり得る。特に本プロ

ジェクトのように実証を通じて新しい技術を開発する場合、作付け期数は重要な要素であ

る。実際、マラウイは一期作であり、2014 年に発生した干ばつは一部のプロジェクト活動

へ多大な影響を及ぼし、進捗に遅れが生じた。農業分野のプロジェクト形成においては、

農作期の数を考慮して、十分な協力期間が確保されること、または協力期間中の農作期で

達成できる範囲の活動の枠組みに設定することなどに留意することが肝要である。 

 

（2）人材確保の必要性 

本プロジェクトは土壌・施肥試験及び圃場試験の実施、同試験を経て得られた堆肥を中

心とする持続可能な土地管理技術の専門技術員、普及員及び農民への普及を進める案件で

あった。しかし、当該分野で活躍する日本人人材は極めて少なく、人材確保に時間を要し

たため、プロジェクト活動が軌道に乗るまでに時間を要した。今後は人材のめどをある程

度つけたうえで協力枠組みを固めることが肝要である。 
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Summary of the Results of Evaluation Study 

I. Outline of the Project 

Name of Country:  

The Republic of Malawi 

Project Title:  

Sustainable Land Management Promotion (SLMP) Project 

Issue/Sector: Agriculture Development Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Office In-Charge:  

Agricultural and Rural Development 

Group 2, Rural Development 

Department, JICA 

Cost: 395million yen 

Partner Country’s Implementing Organization: 

Land Resource Conservation Department (LRCD) of Ministry of 

Agriculture, Irrigation and Water Development (MoAIWD) 

The Project Period: 

November 2011– November 2015 

(four (4) years) Related Institutions (Japan): 

-- 

1-1. Background of the Project 
In the Republic of Malawi (hereinafter referred to as “Malawi”), 80% of the working population is 

engaged in agriculture, and more than 90 % of them are small farmers. The mean farmland area per household 

is around 0.8ha. The agricultural productivity is generally low because of the access to input agricultural 

materials or farming techniques, infrastructure such as irrigation facilities are limited. The national poverty ratio 

is very high (50.7%) in 2011, and, in particular, the value in rural areas (56.6 %) is much higher than that in 

urban areas (17.3 %)
1
.  

For resolving these issues, the Malawian Government formulated “Agricultural Sector Wide Approach 

(hereinafter referred to as “ASWAp”)" in 2009, and has placed the dissemination of Sustainable Land 

Management techniques (hereinafter referred to as “SLM techniques”) as one of the key issues in the 

development policy. The SLM techniques are consisted of soil fertility improvement, soil and water 

conservation, conservation agriculture, rainwater harvesting, and agroforestry. It is intended that farmers take 

proper techniques to meet each situation in their fields to improve their soil fertility and agricultural 

productivity. The Sustainable Land Management Promotion Project (hereinafter referred to as “the Project”) 

focuses to soil fertility improvement in the SLM techniques. 

Although Ministry of Agriculture, Irrigation and Water Development (hereinafter referred to as 

“MoAIWD”) supports agricultural production through subsidies for quality seeds or fertilizers to farmers, the 

agricultural inputs are severely in shortage. While utilization of compost and prevention of soil erosion are 

required to improve agricultural productivity under the situation, but the techniques are not sufficiently 

prevailed up to the present. 

Under these circumstances, the Project has been implemented since November 2011 as 4 years project 

based on the agreement between MoAIWD and Japan International Cooperation Agency (hereinafter referred to 

as “JICA”). Before the completion of the project period (November 2015), this terminal evaluation study has 

been carried out for evaluating the degree of achievement of the Outputs and the Project Purpose, etc. 

1-2. Project Overview 

(1) Overall Goal: Appropriate Sustainable Land Management (SLM) techniques are diffused to nationwide. 

(2) Project Purpose: Capacity of MoAFS to diffuse appropriate SLM techniques is enhanced. 

(3) Outputs: 

1) Institutional and human capacity for soil and/or compost testing, and skills for field test in Mzuzu ADD are 

improved. 

2) LRCD SMSs and extension agents in Mzuzu ADD are equipped with the SLM techniques. 

3) Compost making and application techniques are applied by pilot site farmers. 

4) Measures to diffuse the SLM techniques nationwide are provided. 

(4) Target Areas:4 districts (Rumphi, Mzimba N/S, Nkhata-Bay) in Mzuzu ADD (Northern region of Malawi) 

(5) Implementing Agency: LRCD involving Department of Agricultural Research Services (DARS and 

Department of Agricultural Extension Services (DAES) under MoAFS, Government of Malawi 

 

 

                                                   
1 National Statistics Office (NSO)Statistical Year Book, 2012 P.90 
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(6) Inputs:  
Japanese Side: (total  395 million Yen)  

   Long-Term Experts: 2 persons           Equipment: 32million yen 

Short-Term Experts: 8 persons           Local Operation Cost: MWK150,252,191.98 

( 42million yen) 

   Training in Japan for Counterpart Personnel: 3 participants 

 

Malawian Side(Total budget: MWK36,030,202 ( 9,944 thousand Yen) 

        Disbursed up to April 2015: MWK17,907,790 (4942 thousand Yen) for  

        Counterpart (23 personnel) ,Office space, and equipment for compost making 

II. Evaluation Team 

Malawian Side 

Mr. Mr. Lloyd Liwimbi (Team Leader), Chief Agricultural Research Scientist, Chitedze 

Agricultural Research Station, DARS, MoAIWD 

Mr. Thaf Mlebe (Evaluation), Economist, LRCD, MoAIWD 

Ms. Beatrice Mbakaya (Evaluation), Chief Agricultural Extension Officer, 

Mzuzu Agricultural Development Division (Mzuzu ADD), MoAIWD 

Japanese Side 

 

Mr. Shinjiro AMAMEISHI (Team Leader), Director, Team 4, Rural Development Group 

2, Rural Development Department Japan International Cooperation Agency (JICA) 

Mr. Shunsuke TAMURA (Plan Management), Special Advisor, Rural Development 

Group 2, Rural Development Department, JICA 

Ms. Kazuko SHIRAI (Evaluation Analysis), Consultant, Kaihatsu Management 

Consulting, Inc. 

Period of Evaluation April – May 1, 2015 Type of Evaluation: Terminal Evaluation  

III. Results of Evaluation 

1. Project Performance 

1-1.Achievement of Outputs 
Since the Mid-term Review was conducted in March 2014, the Project has implemented its activities in line 

with the revised PDMVer.2 and PO, and achieved the goals of Output1～3. Output 4 is expected as 

implemented by the end of the Project as follows: 

The Output 1 relating to research development is achieved as following detailed evaluation results: 

� A Manual for soil and compost analysis techniques was drafted. 

� Technical recommendations and messages on compost application for soil fertility improvement will be 

compiled by the end of the Project 

� Lunyangwa ARS started to provide soil and compost analysis services requested from varieties of entities. 

� In accordance with the research protocol, nearly 1,700 of growth and harvest data on the effects of 

compost have been collected from research stations and LFs. 

� Although the trend in soil fertility in the 2014/15 crop season has been under analysis, crop stands in LFs’ 

trial plots are visibly improved even in the serious drought of this season. 

 

The Output 2 relating to extension is partially achieved as follows: 
� Training for 585 of Mzuzu ADD officers, District officers, Technical staff, and Extension agents has been 

conducted. 

� Training modules, titled “Training Module for Field Trails on Compost Making & Application Trials” was 

drafted up to the third version. 

� LRCD SMSs in Mzuzu are trained on the SLM techniques through the project activities in collaboration 

with the Japanese experts and training in Japan. 

� With self-confidence, LRCOs in target districts instruct compost related techniques for extension agents in 

the fortnight training. 

 

The Output 3 relating to capacity development of leader farmers (hereinafter ‘LFs’) is expected to be 

achieved by the end of the Project. 

� After receiving training on three kinds of compost making in July 2013, 45 (91%) of 49 LFs in 2013/14 
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season, and 42 (86%) LFs in 2014/15 season prepared the SLMP demonstration trials. 

� Inadequate monitoring and follow up, inaccessibility of materials and water, and lack of labor for manure 

production caused some dropouts of LF.  

� AEDOs hold Field Days in which LFs demonstrate their trial plots to other farmers. Some of those 

farmers become FFs and receive instruction from LF on how to make and apply manure compost. 

�  LFs have recognized improvement of crop stands this year even in the serious drought. 

� Precise number of farmers in Mzuzu ADD is not surveyed by the Project. 

 

The Output 4 relating to dissemination of SLM techniques is expected to be achieved by the end of the 

project period as following detailed evaluation results: 

� The Project plans to hold a seminar/workshop nationwide on compost making and application for LRCD 

SMSs by the end of the Project. 

� The Project will present the results and achievement of the Project at the Sustainable Land and Water 

Management Technical Working Group of ASWAp.  

1-2.Achievement of the Project Purpose:  

Project Purpose is expected to be achieved if the rest of activities are implemented as planned with 

following factors: 
a. The Project will compile the result of 2014/15 crop season into the SLM technique handbook. 

b. Distribution of the reviewed handbook to 28 districts’ LRCD and Extension SMS may not be reachable by 

the end of the Project. On the field, LRCOs already utilizes the Technical Information Series when they 

train extension agents in the fortnight training. 

c. Since its establishment in 2012, Lunyangwa ARS has delivered soil and compost testing in Northern 

region. 

d. Feed backing of the results to farmers still remains as a challenge.  

 

1-3. Implementation Process 

The Joint Coordination Committee (JCC), as the highest decision-making mechanism of the Project, was held 

three times to date, including the latest JCC on April 29, 2015 for discussion of result of the Terminal 

Evaluation including revision of the indicators of Overall Goal in PDM ver.2.  

In addition to JCC, the Project has held the Field Operation Review & Planning Meeting among the officers in 

Mzuzu ADD, research staff at Lunyangwa ARS, and Japanese experts. Internal Meeting between the Japanese 

experts and the staff members is also held every Monday morning. 

 

2. Summary of Evaluation by Five Criteria 

(1) Relevance: High 
� SLM techniques have been one of three pillars in the ASWAp which is the highest policy of the GoM. 

� The Project’s objectives to enhance capacity of MoAIWD staff to diffuse compost techniques has fulfilled 

the needs of LRCOs, extension agents as well as LF and FF for improvement of soil fertility and maize 

production. 

� LF approach is appropriate to supplement extension agents. 

(2) Effectiveness: Medium 

� The Project Purpose is expected to be achieved by the end of the Project. 

� Achievements of outputs 1～3 have contributed to achievement of the Project purpose. 

� Output 4 will be achieved by the end of the Project. 
(3) Efficiency: Medium 

� Output 1～3 have been almost achieved.  

� Output 4 will be achieved before the end of the Project if all the rest of activities are conducted as 

planned. 

� There were delays of inputs from Japanese side. 

� There is lack of budget of Malawian side. 

 

(4) Impact: Medium 

1) Prospect of Achievement of the Overall Goal 
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Prospect of achievement of the Overall goal largely depends on the commitment of MoAIWD/districts to 

secure sufficient budget. 

2)Impact on Policy  

No particular impact on Policy was identified. 

3)Impacts on Environment, Economic and Society 

Economic impact was observed on farming by LFs since it has reduced the cost for chemical fertilizer. 

4) Negative impacts 

There was no negative impact identified at the time of the evaluation. 

 

(5) Sustainability: Medium 

1) Policy Aspect 

The GoM will continue to promote SLM technologies including compost making and application based 

on ASWAp. 
2) Institutional Aspect 

The extension system is well established in Malawi, in which compost techniques are expected to be 

disseminated from LRCO to LFs, FFs and ordinary farmers through extension agents. 

3) Financial Aspect 

Financial aspect is challenge for sustainability. 

4) Ownership of C/P and Target Group 
Ownership of LRCO, AEDO, and T/G (LF) is high. They showed their will to maintain compost 

making/application techniques obtained by the Project. 

5)Technical Aspect 

 The techniques that the Project has transfer is not too high and utilized nationwide. The Project has developed 

compost making techniques with utilizing local material.   

3. Factors Promoting Better Sustainability and Impact 

(1) Factors Concerning to Planning 
The revision of PDM was effective to make all the indicators suitable to farmers’ level. The Project 

implemented its activities more smoothly with clear goals after setting the improvement plans for 

agriculture and water management activities. 

(2)Factors Concerning to the Implementation Process 

The First Project Review Meeting held in each district in September 2014 functioned to enhance 

understanding on the project objectives and roles of LFs.  

4. Factors Inhibiting Better Sustainability and Impact 

(1) Factors Concerning to Planning:  
After the Mid-term Review, revised PDM has become the common directions among the Project 

Management team (PMT). 

(2)Factors Concerning to the Implementation Process:  
There is a still room to improve communication among the PMT.  

5. Conclusion 
As a valuable project covering laboratory research services and extension services on the field, the team 

confirmed that the Project has so far been implemented in line with the revised PDM, and progressed to achieve 

the Outputs and the Project Purpose.  

Attaining the soil test services in the northern region, all the rest of activities for dissemination of composting 

technique are expected to be implemented with the initiatives of Mzuzu ADD, which confirm sustainability of 

the Project.  

Considering these factors, the Team concluded it was reasonable that the Project would be completed as 

scheduled.  

6. Recommendations 

(1) Making action plans 

In order to achieve the Project Purpose and the Overall Goal, it is recommended to materialize future activities 

as concrete as possible and make detailed action plans for (a) the remaining project period and (b) after the 

completion of the project, under the ownership of Malawian counterpart. Especially, dissemination and 

extension plans of the SLM techniques are essential. DAES is recommended to make the plans together with 

LRCD as soon as the “technical messages” is finalized. 
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(2) Ensuring sustainability 
1) For extension/dissemination activities 

It is recommend that relevant Departments/Divisions should work together to secure the necessary budget by 

utilizing the fund of other Government programmes /projects related SLM and seek to collaborate with other 

stakeholders such as NGOs in order to expand the outputs created by the Project. 

2) For the activities of Lunyanguwa ARS and its substations 

Regarding soil and compost analysis services, the Lunyangwa ARS has started collecting service charge from 

clients except small-holders via Extension Agents. As 80% of service charge is supposed to be utilized for the 

ARS’s activities. However it is still uncertain whether it secures sufficient financial resource for future 

activities. Regarding compost trial activities, the budget has not yet been fully secured.  

It is recommended to ensure necessary budget for continuation of above activities from the Government 

programmes /projects, as well as for above-mentioned extension/dissemination of the SLM techniques.  

(3) Output materials 

1) Clarifying the technical materials to be made 

It is recommended the Project clarifies the 4 points: (a) what kind of technical materials will be made, (b) for 

whom (Researchers, LRCD SMSs, Extension Agents and farmers), (c) when and (d) how many sets and set the 

schedule. It is hoped that these will proceed under the leadership of the Malawian counterpart. 

2) Making the “technical messages on SLM techniques” for easy understanding by farmers 

It should be noted that the “technical messages” be easily understandable for farmers, namely drawing with 

simple and impressive messages, so that farmers can understand their effectiveness and apply for them through 

their farming activities. 

(4) Strengthening ownership of Mzuzu ADD 
The Mzuzu ADD at Mzuzu management unit level (both land resource conservation and extension divisions) is 

expected to take the lead in planning and implementing the Project activities and conducting monitoring to 

measure the progress, etc. 

It is recommended that Mzuzu ADD at Mzuzu management unit level should enhance their ownership for the 

Project, so that the Overall Goal “appropriate SLM techniques are diffused to nationwide” can be achieved. 

(5) Monitoring the recommendations 

The progress of the implementations of the recommendations mentioned above should be monitored and 

reported on regular basis by making progress reports. The progress report should be made under the ownership 

of the Malawian side and submitted to the Director, LRCD for securing sustainable activities and extension / 

dissemination of the Project outcomes. 

(6) Revising the overall goal of PDM 

The present indicators set for the Overall Goal are considered beyond the actual achievable level. Therefore it is 

recommended that the present indicators for the Overall Goal be replaced with newly proposed realistic ones, 

which are shown in attached Annex 9. 

 

7. Lessons Learned  

(1) Setting an Appropriate Project Period  

In agricultural sector, the number of crop season might become a limiting factor for the achievement of the 

original target, in particular the projects like SLMP that new techniques are supposed to be developed through 

the field trials. Since the cropping season is only once a year and in 2014 the target areas were hit by the dry 

spell, a part of the Project activities is lagging behind the original schedule.  

A lesson learnt through the Project is that, taking into account the number of crop season, sufficient 

technical cooperation period should be secured in formulating the project in agricultural sector. 

(2) ) ) ) Allocation of human resources 

  The Project aims to implement on-farm and on-field soil/manure trials, and to disseminate techniques on 

compost making and application to extension agents and farmers. Since appropriate human resources were not 

available from Japanese side, it took long time for the Project to implement its activities smoothly at the early 

time of the project period. It is necessary to confirm a project framework after arranging human resources to 

some extent so as to commence and implement the Project without delay. 
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第１章第１章第１章第１章    終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査の背景と目的 

（1）調査団派遣の背景 

マラウイの総労働人口の約 80％は農業セクターに従事し、その 90％以上は 1 世帯当たり

の平均農地面積が約 0.8ha の小規模農民である。種子や肥料などの農業投入資材、土壌保全・

肥沃度向上の技術、灌漑や水管理技術などへのアクセスが不十分であることから農業生産性

は総じて低い。このため、乾期には食料不足に陥る農村住民も多く、国家レベルでも重大な

食料危機がしばしば発生している。近年は農業用投入資材補助金プログラム（Farm Input 

Subsidy Program：FISP）に加え、好天に恵まれたこともあり主食のメイズが自給を達成する

など食料事情に改善がみられたが、ここ数年再び食料不足が問題となっている。貧困率は

51％（2011 年）と依然として非常に高く、特に農村部では 56％と都市部の 17.3％に比べて

著しく高い。国内の貧困を削減するため、全国的な農業生産性の向上・安定化が急がれてい

る。 

このような課題に対応するため、マラウイ政府は 2009 年に農業セクター・ワイド・アプ

ローチ（Agriculture Sector Wide Approach：ASWAp）を策定し、そのなかで開発政策の 1 つと

して持続可能な土地管理（Sustainable Land Management：SLM）技術の普及を重点課題に位

置づけている。SLM 技術は、土壌肥沃度改善、土壌・水保全、保全型農業、雨水利用、アグ

ロフォレストリーから構成される。農家が圃場でこれらの技術を組み合わせて適用すること

により、地力の向上・維持と農業生産性の向上を図ることを目的としている。 

農業・灌漑・水開発省（Ministry of Agriculture, Irrigation and Water Development：MoAIWD）

は、FISP による農家に対する優良種子や化学肥料の安価での提供などを通じて農業生産を支

えているが、農業投入資材の供給量は圧倒的に不足している。化学肥料などの投入が限られ、

化学肥料による土壌の劣化が問題となるなかで農業生産性を向上させるためには、堆肥の適

用や土壌流出の防止が特に重要となるが、MoAIWD はそうした地力向上・維持に必要な技術

を十分に普及できていない。 

このような背景から、マラウイ政府は SLM の普及を進めるための技術支援をわが国に要

請した。本要請を受け、JICA は、MoAIWD 土地資源保全局（Land Resources Conservation 

Department：LRCD）をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、2011 年 11 月から

2015 年 11 月までの 4 年間の予定で持続可能な土地管理促進プロジェクト（以下、「本プロジ

ェクト」と記す）を実施している。 

本プロジェクトは、ルニャングワ農業試験場とも協力しながらマラウイ北部のムズズ農政

局（Agricultural Development Division：ADD）管轄地域を対象として実施している。土壌肥

沃度改善に重点を置きながら、科学的に裏づけされた土壌肥沃度改善技術の開発を行い、

MoAIWD の農民に対する指導能力強化をめざしている。 

 

（2）調査団派遣の目的 

本終了時評価調査では、2015 年 11 月のプロジェクト終了を控え、MoAIWD と合同でプロ

ジェクト目標や成果の達成状況を検証し、評価を行う。また、評価結果に基づき、プロジェ

クト終了までの活動計画・活動実施における留意事項やプロジェクト終了後にマラウイ政府
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側が行うべきことを検討し、提言や教訓を抽出することを目的とする。 

 

１－２ 調査団の構成 

終了時評価調査はマラウイと日本の合同評価団によって実施された。評価団員の構成は以下の

とおりである。 

 

（1）マラウイ側評価団員 

担当分野 氏 名 所 属 現地調査期間 

団長 Mr. Lloyd Liwimbi 
MoAIWD、農業研究サービス局/チテ

ゼ農業試験場チーフ農業研究科学者 
4/20～4/29 

団員 Mr. Thaf Mlebe 
MoAIWD、土地資源保全局 エコノ

ミスト 
4/20～4/29 

団員 Mrs. Beatrice Mbakaya 
MoAIWD、農業普及サービス局/ムズ

ズ農政局 チーフ農業普及主任官 
4/20～4/29 

 

（2）日本側評価団員 

担当分野 氏 名 所 属 現地調査期間 

団長 天目石 慎二郎 
JICA 農村開発部 農業・農村開発第

二グループ第四チーム 課長 
4/20～5/1 

計画管理 田村 俊輔 
JICA 農村開発部 農業・農村開発第

二グループ第四チーム 特別嘱託 
4/20～5/1 

評価分析 白井 和子 
株式会社かいはつマネジメント・コ

ンサルティング 
4/13～5/1 

 

１－３ 調査日程 

終了時評価調査は 2015 年 4 月 13 日から 5 月 1 日にかけて実施された。詳細日程は付属資料 1

を参照。 

 

１－４ 主要面談者 

終了時評価調査団が調査期間中に面談・聞き取りを行った主要な関係者は表－１のとおりである。 

 

表－１ 主要面談者一覧 

氏 名 所 属 職 位 

Mr. J.J. Mussa 農業・灌漑・水開発省・土地資源保全局 局長 

Mr. Banda 同省・土地資源管理局 副局長 

Ms. Stella Kankwanba 同省・農業普及サービス局 局長 

Ms. A.P. Moyo ムズズ農政局 局長 

Mr. Gilbert Kupunda ムズズ農政局 土地資源管理チーフ・オフィ

サー 
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Ms. Emily Therah ムズズ農政局 土地資源管理オフィサー 

Mr. Oswald Mulenga ルンピ県 土地資源管理オフィサー 

Mr. F.J. Gondwe ムジンバ北県 シニア・土地資源管理オフィ

サー補佐 

Mr. D.J. Kaonga ムジンバ南県 シニア・土地資源管理オフィ

サー補佐 

Mr. B. Msowoya ンカタベイ県 シニア・土地資源管理オフィ

サー補佐 

Dr. Wilfred Chilimba ルニャングワ農業試験場 研究所代表 

Mr. C. Chisambi ルニャングワ農業試験場 土壌課長 

Mr. C. Gondwe チェナチェナ農業試験支場 農業研究員補佐 

Mr. M. Moyo ムコンデジ農業試験支場 シニア・研究員補佐 

鈴木 篤志 JICA 専門家 チーフアドバイザー 

松井 直弘 JICA 専門家 土壌調査・試験計画 

杉浦 伸郎 JICA 専門家 業務調整（長期） 

Mr. Mahara Nyirenda The Development Fund of Norway（DF） プログラム・オフィサー 

 

１－５ プロジェクト概要 

（1）協力期間：2011 年 11 月～2015 年 11 月（4 年間） 

 

（2）実施機関：農業・灌漑・水開発省 土地資源保全局（LRCD, MoAIWD） 

協力機関：同省農業研究サービス局（DARS） 

同省農業普及サービス局（DAES） 

 

（3）対象地域：ムズズ農政局（ムズズ ADD）管内の 4 県（ルンピ、ムジンバ北、ムジンバ南、

カタベイの各県） 

◆プロジェクト概要 

上位目標 

適切な持続可能な土地管理技術（SLM 技術）

1
が全国に普及される。 

 

プロジェクト目標 

適切な SLM 技術を普及するための農業食料安全保障省（MoAFS）
2
の能力が向上する。 

 

アウトプット 

アウトプット１：ムズズ農政局（ADD）における土壌・堆肥試験や圃場試験実施のための組織

的・人的キャパシティが向上する。 

 

                                                        
1 ここでは、本プロジェクトで科学的に整理され、推奨される堆肥の作成・施用技術に限定していう。 

2 現在では、農業・灌漑・水開発省（MoAIWD）に改編されているが、PDM上では合意当初の省名を使用する。 
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アプトプット２：ムズズ ADD の土地資源保全局（LRCD）の専門技術員と普及員が SLM 技術

を習得する。 

アウトプット３：堆肥作りと施肥技術がパイロットサイトの農家によって適用される。 

アウトプット４：SLM 技術を全国に普及するための方策が示される。 
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第第第第２２２２章章章章    終了時評価の方法終了時評価の方法終了時評価の方法終了時評価の方法 

 

２－１ 評価手法 

本終了時評価では、土地資源保全局（LRCD）をはじめ、農業研究サービス局（Department of 

Agricultural Research Services：DARS）、農業普及サービス局（Department of Agricultural Extension 

Services：DAES）職員、リード・ファーマー（Lead Farmer：LF）、日本人専門家など、さまざま

な関係者への聞き取り調査と現地踏査を実施した。 

合同評価 

日本・マラウイ国側双方の評価者は合同で、討議議事録（Record of Discussions：R/D）、プ

ロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）、活動計画（Plan of 

Operations：PO）に基づき、本プロジェクトの評価を実施した。評価分析、現地踏査や関連

機関のスタッフ、受益者、日本人専門家などへの聞き取り調査を含む評価活動では、評価 5

項目による評価手法を用いた。合同評価団は、日本側 3 名、マラウイ側 3 名で構成された。 

 

２－２ 評価 5 項目  

評価 5 項目を表－２に示す。 

 

表－２ 評価５項目 

項 目 内 容 

妥当性 

プロジェクトのターゲットグループ（Target Group：T/G）のニーズへの整合

性、プロジェクト内容の先方政府と援助側の政策や優先順位との整合性、プ

ロジェクトの戦略やアプローチの妥当性に関する視点。 

有効性 
プロジェクトの達成見込みと、その達成がアウトプットの達成によりもたら

されているかに関する視点。 

効率性 

アウトプットの達成状況と投入がいかにアウトプットの達成に転換されてい

るか（量的、質的観点）に関する視点。ほかのアプローチと比して最も効率

的な方法を適用しているかも必要に応じ問う。 

インパクト 
上位目標の達成見込みと、プロジェクトの直接/間接的影響。正/負、予期した

/予期していない影響も確認する。 

持続性 プロジェクト終了後にプロジェクトがもたらす影響と持続性を問う視点。 

 

２－３ 情報・データ収集方法 

主な情報・データ収集方法を表－３に示す。 

 

表－３ 主な情報・データ収集方法 

1 R/D、PDM、Minutes of Meetings（M/M） 

2 半期ごとプロジェクト報告書 

3 プロジェクト進捗報告書など 
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4 投入実績 

5 日本人専門家への聞き取り調査と協議 

6 C/P への聞き取り調査と協議 

7 現地踏査及び受益者への聞き取り調査と協議 

 

２－４ 評価に使用した PDM、PO、評価グリッド 

本終了時評価に使用した現行の PDM Ver.2（2014 年 2 月改訂版）、PO 及び評価グリッド（和文・

英文）を付属資料 2～5 に示す。 
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第３章第３章第３章第３章    プロジェクトの達成状況プロジェクトの達成状況プロジェクトの達成状況プロジェクトの達成状況 

 

３－１ 投入実績 

（1）日本側投入実績 

調査団は PDM Ver.2 及び PO に基づき、下記の投入をもってプロジェクトを実施中である

と確認した。詳細は付属資料 6 を参照のこと。 

1）専門家派遣 

本プロジェクトにはこれまで延べ 2 名の長期専門家（①業務調整/普及、②業務調整）に

加えて、8 名の短期専門家〔①チーフアドバイザー/土壌肥沃、②チーフアドバイザー、③

チーフアドバイザー/普及、④土壌調査/計画（2 名）、⑥ベースライン調査-全国、⑦ベース

ライン調査-対象地、⑧作物管理/施肥〕が派遣されている。 

2）研修（本邦研修） 

これまで、3 名の C/P が土壌分析技術と持続的土地管理をテーマとした本邦研修に参加

した。 

3）機材供与 

これまでに、車両 1 台、プロジェクト事務所及び対象県農業事務所用パソコンなどの事

務機器、土壌検査機器など合計で約 3,202 万円相当の機材を供与した。 

4）現地業務費支出 

これまでに、セミナー/ワークショップ開催費、ルニャングワ農業試験場の堆肥作成用の

作業員及びプロジェクトスタッフ傭上費、C/P の交通費などを含む在外事業強化費が合計

MWK150,252,191.98（約 4,147 万円）支出された。 

 

（2）マラウイ側投入実績 

1）C/P の配置 

マラウイ政府は、本プロジェクトの C/P として延べ 23 名（LRCD、DAES、DARS 各本

部、ムズズ ADD、4 県農業事務所、ルニャングワ農業試験場、農業試験支場）を配置した。

その後、異動、留学などの理由により C/P は減少し、現在 16 名が配置されている。 

2）施設・設備の提供 

マラウイ政府はムズズ ADD 内に、プロジェクトオフィスを 1 室、専門家執務、会議な

どのため提供している。ムズズ ADD 内施設（会議室など）も利用されている。 

3）プロジェクト運営費 

2011 年～2015 年 3 月末まで、マラウイ側は C/P 職員給与、堆肥作成用備品などについ

て、年次予算額 MWK36,030,202（9,944,335 円）を計上し、2015 年 4 月までに MWK17,907,790

（4,942,550 円）を負担した。 

 

３－２ 活動の進捗状況 

2014 年 2 月に実施された中間レビュー以降、PDM Ver. 2 及び PO に沿って実施されており、特

にアウトプット 1～3 の活動には進捗がみられる。アウトプット 4 達成のための活動は本調査終

了後からプロジェクト終了前まで実施される予定。主に中間レビュー以降の堆肥作成と施用試

験・分析に関する活動の進捗は以下のとおりである。 
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2013 年 6 月に作成された研究プロトコルに基づいて、メイズを対象作物とし、2 種類の材料、3

つの異なる環境、3 種類の堆肥の組み合わせによりメイズの生育を比較する「第 1 試験」が

2013/2014 作期において実施された。 

研究プロトコルに基づく試験と併せ、2014/2015 作期では化学肥料と堆肥の割合を変えて比較

する「第 2 試験」も日本人専門家の発案によって実施されている。試験結果は第 1 試験よりもメ

イズの生育に明確に違いが出ており、環境の異なる 4 つの試験場で堆肥と化学肥料と混合する効

果が確認されている

3
。2014/2015 作期の試験場では、堆肥材料もコメの籾、木の葉などさまざま

な植物残渣を使用し比較する試験も追加している。LF は 2013/2014 作期と同じ実証試験を行い、

昨期と今期の比較を行っている。 

堆肥試験概要は図-1 のとおり。3 カ所の農業試験場では 18 種～32 種、LF 圃場では 16 種程度

の組み合わせによる実証試験が行われている。 

 

図－１ プロジェクト堆肥試験概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：SLMP プロジェクトチーム作成（2015 年 4 月） 

 

2013/2014 作期の試験はルニャングワ農業試験場、ムブワ、ンコンデジ、ボレロ、チェナチェ

ナ農業試験支場で実施されたが、ボレロ、ムブワ試験支場のデータは十分収集されない、精度に

欠ける、遠距離であるためモニタリングが不十分など、さまざまな問題が発生した

4
。2014/2015

作期はルニャングワ試験場、ンコンデジ、チェナチェナ試験支場にて実証試験を継続している

5
。 

上記の農業試験場の実証圃場で試験的に施用されている堆肥及び土壌は、ルニャングワ農業試

験場ラボにて収集・分析されている。サンプル数は後述３－３（3）のとおり、2014 年に大幅な

                                                        
3 松井専門家報告書（2014 年 6 月～2015 年 2 月派遣分） 

4 日本人専門家向け質問票回答 

5 対象農業支場がボレロ、ムブワの 2 カ所削減されたのは JICA 予算削減も影響している。 
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伸びを示している。 

堆肥作成・施用技術の普及を含むこれまでのプロジェクト活動の進捗に関する詳細については

付属資料 7 を参照のこと。 

 

３－３ アウトプットの達成状況 

以下のとおり、アウトプット 1 から 3 はおおむね達成されつつある。アウトプット 4 はプロジ

ェクト終了までに達成される見込みである。各アウトプットの達成状況は以下のとおりである。 

 

アウトプット 1：ムズズ ADD における土壌・施肥試験や圃場試験実施のための組織的・人的キ

ャパシティが向上する。 

 

本プロジェクトの土壌試験実施能力向上における成果は以下のとおり達成されており、未達成

の成果指標もプロジェクト終了までに達成される見込みである。 

 

（1）指標 1-1：土壌・堆肥分析マニュアルが編纂される。 

本指標はおおむね達成されている。 

土壌/肥料分析技術のためのマニュアル“Lunyangwa Laboratory Manual Ver.1”のドラフトは

第 3 版まで改訂されている（活動 1-6）。本マニュアルを活用し、ルニャングワ農業試験場や

LF の実証圃場から土壌と肥料のサンプルが日本人専門家の指導の下、回収されている。 

 

（2）指標 1-2：土壌肥沃度向上のための堆肥の施肥に関する提言が取りまとめられる。 

本指標は協力終了までに達成が見込まれる。 

メイズの実証栽培の結果に基づいた推奨されるべき技術メッセージはプロジェクト終了

前までに取りまとめられる予定（活動 1-13）。 

 

（3）指標 1-3：ルニャングワ農業試験場が土壌・堆肥分析サービスの提供を開始する。 

本指標は本調査時点で達成済みである。 

ルニャングワ農業試験場では、プロジェクト関係だけではなく、既に一般向けにも土壌・

堆肥分析サービスが開始されている。表－４ではプロジェクト関係の土壌サンプルの分析実

績、表－５ではプロジェクト関係以外の組織に対する分析実績を示す。 

表－４で示すとおり、2012 年の設立以来、ルニャングワ農業試験場の土壌分析ラボではプ

ロジェクト関係の土壌サンプルが分析されている。2014 年には前年度比 5.45 倍になるなど、

サンプルの依頼数は増加傾向にある。 
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表－４ プロジェクト関係土壌サンプルの分析（ルニャングワ農業試験場土壌分析ラボ） 

年 分析したサンプル数 サンプル採取場所 

2012 139 SLMP の LF 

2013 240 
SLMP の LF、農業試験場、

DF
6
農家 

2014 1,308 SLMP の LF、農業試験場 

合計 1,687  

出所：SLMP プロジェクト（2015 年 2 月） 

 

ルニャングワ農業試験場では、上記のプロジェクト関係者からのサンプル以外にも、既に

NGO や民間セクター、警察など北部地域の外部組織から 23 件の土壌・堆肥分析依頼を受け、

サービスを開始している

7
。2013 年から現在までのサービス提供実績は表－５のとおり。1

要素の分析にかかる料金は MWK500（約 138 円）で、他 2 カ所の農業試験場と同じ金額に設

定されている。徴収料は組織や農家の特徴によって無料/有料に分かれ、主に民間の大規模農

場や警察からの依頼は有料、NGO などの組織や小農は無料と区別されている。他方、徴収の

有無が不明な事案もあり、サービスに関する基本的な運営管理においてはいまだ課題がある

と観察される。 

 

  

                                                        
6
 DF：Development Fund（ノルウェーの NGO） 

7 土壌/堆肥分析サービスを提供する農業試験場は全国でルニャングワ農業試験場を含め 3 カ所。 
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表－５ プロジェクト関係者以外へのサービス提供実績（ルニャングワ農業試験場土壌分析ラボ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：SLMP プロジェクト（2015 年 4 月） 

 

（4）指標 1-4：研究プロトコルに沿った圃場試験でのデータが収集される。 

本指標は本調査時点で達成済みである。 

2013 年 3 月に策定された研究プロトコル“Comparison of Composting Techniques and Biomass 

Combinations on Quantity of Compost, Soil Fertility Improvement and Crop Yield in Mzuzu ADD”

（活動 1-3）に基づき、ルニャングワ農業試験場、農業試験支場、LF の実証圃場から 2013/2014

作付け期の土壌分析のための生育と収穫に関するデータが普及員や研究農場職員の協力の

下、プロジェクトにより回収された。今期（2014/15）も引き続きデータ収集を継続中（活動

1-11）。 

 

（5）指標 1-5：プロジェクト終了時の土壌試験でデモンストレーション圃場の土壌肥沃度が増

加する。 

本指標は協力終了までに達成が見込まれる。 

Organisation Collection date

No. of

samples

No. of

elements

No. of

analysis

Cost/elem

ent

Amount to be

paid (MWK) Status

1 12.06.14 70 7 490 500.00    245,000.00    

2 27.08.14 47 11 517 500.00    258,500.00    free

3 27.07.14 4 8 32 500.00    16,000.00      

4 06.10.14 7 7 49 500.00    24,500.00      

5 19.11.14 15 11 165 500.00    82,500.00      

6 Jan-April, 2015 312 7 2184 500.00    1,092,000.00 free

7

2013 Dec and

2014 Dec 48 7 336 500.00    168,000.00    free

8 07.11.13 3 8 24 500.00    12,000.00      free

9 07.11.13 139 7 973 500.00    486,500.00    free

10 08.07.14 64 11 704 500.00    352,000.00    free

11 20.11.14 11 2 22 500.00    11,000.00      

12 20.11.14 8 4 32 500.00    16,000.00      

13 07.11.14 18 4 72 500.00    36,000.00      

14 06.11.14 7 4 28 500.00    14,000.00      

15 07.07.14 45 5 225 500.00    112,500.00    

16 Oct-Nov, 2014 424 1 424 500.00    212,000.00    paid

17 Dec-14 5 8 40 500.00    20,000.00      free

18 27.03.15 1 3 3 500.00    1,500.00       

19 Aug-13 28 9 252 500.00    126,000.00    free

20 Apr-15 14 1 14 500.00    7,000.00       paid

21 Apr-15 2 1 2 500.00    1,000.00       paid

22 Apr-15 9 1 9 500.00    4,500.00       paid

23 Apr-15 9 1 9 500.00    4,500.00       paid

Total 787 2,833 1,416,500.00
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2014/2015 作期の土壌肥沃度の傾向については現在分析中である。農業試験場や LF の実証

圃場でのメイズ生育を観察した結果、今期の厳しい干ばつにもかかわらず生育は昨期よりも

目に見えて改善していると確認された。 

 

アウトプット 2：ムズズ ADD の LRCD の専門技術員と普及員が SLM 技術を習得する。 

本プロジェクトの専門技術員と普及員の能力向上における成果は、以下のとおり部分的

に達成されている。 

（1）指標 2-1：ムズズ ADD の普及員が LF の技術サポートができるレベルまで現存の堆肥づく

りと施肥技術を習得する。 

本指標は一部達成されたと判断される。 

プロジェクトにより開発された（活動 2-1）研修マニュアルに基づき、各県の普及員や

プロジェクトの LF などを対象に 2012 年 10 月から 2015 年 2 月にかけて研修が実施された

（活動 2-1～2-3）。研修では土壌サンプル採取技術、堆肥作成技術、圃場整備と堆肥施用、

2014 年のレビューと今期の計画づくり、土壌診断技術が主なテーマとして取り上げられた。

これまでの参加者は延べ 585 名。研修実績概要は表－６のとおり。 

 

表－６ プロジェクトによる研修実績概要 

年 日 付 場 所 内 容 

参加者 

農業普及

開発員

（AEDO） 

農業普及 

開発調整員

8

（AEDC） 

LF 
その

他 

2012 10/8-11 ムジンバ 土壌サンプリング技術 - 50 - 4 

2013 7 /8-10 ルンピ 堆肥作成技術 - 12 12 2 

7 /11-13 カタベイ - 12 12 1 

7 /25-27 北ムジンバ - 12 12 2 

7 /29-31 南ムジンバ - 12 12 1 

11/11 ムズズ 圃場整備と堆肥の施用 - 23 - - 

11/26-27 ムズズ - 16 1 1 

2014 9/18-19 ルンピ 昨期の振り返りと次期

の計画策定 

7 12 12 1 

9/24-25 南ムジンバ 9 11 12 - 

9/26-27 北ムジンバ 9 6 12 - 

9/29-30 カタベイ 5 9 10 1 

2015 2/9-10 カタベイ 土壌診断技術 14（AEDC、AEDO、その他） 

2/11-12 南ムジンバ 19（AEDC、AEDO、その他） 

2/18-19 北ムジンバ 15（AEDC、AEDO、その他） 

2/16-17 ルンピ 20（AEDC、AEDO、その他） 

合計 585（AEDC、AEDO、その他） 

AEDC：農業普及開発調整員（Agricultural Extension and Development Coordinator） 

AEDO：農業普及開発員（Agricultural Extension and Development Officer） 

出所：SLMP プロジェクト（2015 年 4 月） 

  

                                                        
8 農業普及開発調整員は農業普及開発員の監督者。 
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（2）指標 2-2：SLM 技術の研修マニュアルが編纂される。 

本指標は協力終了までに達成が見込まれる。 

プロジェクトは“Training Module for Field Trails on Compost Making & Application Trails”の

ドラフト第 3 版まで作成した（活動 2-1）。 

 

（3）指標 2-3：ムズズ ADD の LRCD の専門技術員が SLM 技術に関する研修を受け普及員を指

導できるようになる

9
。 

本指標はおおむね達成されている。 

県農業事務所の土地資源保全局職員（LRCO）向けの研修やワークショップ（活動 2-5）を

プロジェクトでは実施していないが、LRCO はプロジェクト開始後から現在まで日本人専門

家と協力しつつプロジェクト活動を実施してきた。彼らは活動のプロセスにおいて、適切な

施肥技術の推進のための知識や経験を積み重ねている。こうした現場での活動に加え、2 県

（ルンピ及びカタベイ県）の LRCO は帯広で実施された JICA 集団研修（2013 年、2014 年）

にも参加し、土壌診断技術に関する知識を習得する機会も得た。集団研修で得た知識経験は

SLM 技術に関する能力を大幅に向上させる結果となった。LRCO は普及員向けの 2 週間に 1

回開催される会合（兼研修

10
）や日常の業務において、自信をもって指導監督できるように

なっている。 

SLM 技術ハンドブックの作成（活動 2-6）は、現在進行中の試験が完成した後に本格的に

開始される予定。 

 

アウトプット 3：堆肥作りと施肥技術がパイロットサイトの農家によって適用される。 

本プロジェクトの LF の堆肥作りと施肥技術能力向上は、以下のとおりプロジェクト終了

までに達成される見込みである。 

（1）指標 3-1：すべての LF の 80％以上が普及員より教えられた圃場試験場を設置する。 

本指標は本調査時点で達成済みである。 

プロジェクトは選定した 49 名の LF と各県の AEDO に対し、3 種類の堆肥の作成技術研修

を 2013 年 7 月から行っている（活動 3-2）。こうして移転された技術を用い、LF は堆肥山を

準備し、自らの圃場に設置した実証用の区画に 2013/14 作期及び 2014/2015 作期に堆肥を施

用した。これら 2 期の LF による堆肥作成と施用に関する設置状況は表－７及び表－８のと

おり。 

                                                        
9 各県の専門技術員（Subject Matter Specialist：SMS, LRCO と同義）は LRCD が実施する ADD レベルの研修に参加し、SLM

技術を含む個別の農業知識を習得している。四半期に 1～2 回程度、予算によって研修の開催状況は異なる。ドナーが開催

する研修に参加することもある。 
10 Fortnight Meeting と呼ばれる。 
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表－７ 2013/2014 作期（第 1 期実証） 

県 

LF 数 LF により作成された堆肥山数 
堆肥を施用

した区画数 
研修参加

者数 

圃場設置

者数 
チャング ウィンドロー ボカシ 合計 

カタベイ 12  8  41  47  48 136 160 

ルンピ 13 13  53  34  55 142 173 

南ムジンバ 12 12  40  32  64 136 209 

北ムジンバ 12 12  68  20  75 163 246 

合計 49 45（91％） 202 133 242 577 788 

出所：SLMP プロジェクト（2015 年 4 月） 

 

表－８ 2014/2015 作期（第 2 期実証） 

県 

LF 数 LF により作成された堆肥山数 
堆肥を施用

した区画数 
研修参加

者数 

圃場設置

者数 
チャング ウィンドロー ボカシ 合計 

カタベイ 12  8  40  40  40 120 154 

ルンピ 13 11  58  48  67 173 217 

南ムジンバ 12 11  51  53  65 169 220 

北ムジンバ 12 12  69  36  70 175 203 

合計 49 42（86％） 218 177 242 637 794 

出所：SLMP プロジェクト（2015 年 4 月） 

 

プロジェクトの研修を受けた後、展示実証を行った LF の割合は 2013/2014 作期は 45 名

（91％）、2014/2015 作期は 42 名（86％）であった。他方、LF の数は 1 年目の 45 名から 2

年目は 42 名に減少した。LF 数減少の主な理由は、不十分なモニタリングとフォローアップ、

堆肥作成に必要な水や材料（特に家畜糞）の不足、労働力不足、堆肥を運ぶ交通費の支出な

どによるものである。 

 

（2）指標 3-2：各 LF に教えられたフォロワー・ファーマー（Follower Farmer：FF）10 名が教え

られた堆肥づくりや施肥技術を 1 つ以上自己圃場に導入する

11
。 

本指標はおおむね達成されている。 

プロジェクトが 2014 年 5 月に実施したアンケート調査の結果によると、多くの LF は堆肥

づくりや施肥をグループ単位で行っている（活動 3-3）。グループの多くは 6～20 名のメンバ

                                                        
11 フィールド・デー（Field Day）は、作目の生育段階ごとに農家に紹介したい技術がある際、普及員、LRCO（SMS）、ムズ

ズ ADD、農業試験場など現場のさまざまなレベルの関係者が開催する、最も一般的な普及活動。ADD と農業試験場の行政

ラインは異なるが、現場では情報を交換しつつ、双方のフィールド・デー開催情報、技術の共同展示を行っている。フィ

ールド・デーを通じた技術の伝達の流れは次のとおり。①フィールド・デーに集まった農家に対し、移転したい技術を LF

や AEDO が見せ、実際自らの圃場で試したい農家は手を挙げる。②農家は AEDO とコンタクトをとる。③AEDO は LF の

圃場に候補農家を呼び、実際の栽培方法を伝える。ここで FF となる農家もあり、FF へは LF による継続的な指導が開始さ

れる。フィールド・デーの参加人数は男女別に AEDO が記録している。FF 以外の一般農家で、フィールド・デーをきっか

けに新しい技術を自らの圃場に適用する一般農家の数は把握されていない。 
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ーがおり、特に北ムジンバ県とルンピ県で活発なグループ活動が行われている。調査団によ

る LF と FF へのインタビューでは、FF は LF から積極的に技術を学んでいることが確認され

た。他方、FF の数は正確な記録は残されておらず、かつ流動的である。本調査では、1 名の

LF が保有する FF は 3～4 名から多い場合で 16 名以上と確認された。これらの状況から、指

標 3-2 はおおむね達成されたといえる。 

 

（3）指標 3-3：モニタリングを通じて、参加する農民の堆肥利用に関する正の効果が認識され

る。 

本指標は本調査時点で達成済みである。 

本調査でインタビューしたほとんどの LF は、2015 年は記録的な干ばつで作物に大きな影

響が及んでいるにもかかわらず、2014 年の実証結果よりも 2015 年の方がメイズの生育がよ

いと回答した。堆肥の利用により化学肥料の使用を抑え、有機肥料の購入も始めた農家も確

認された

12
。こうした現状から、指標 3-3 は既に達成されているといえる。 

同時に、LF のプロジェクト活動を通じたメイズ栽培における行動変容の背景として、FISP

による化学肥料の入手が困難

13
であること、化学肥料の価格が農家にとって高額

14
であること、

化学肥料のみを投入してもメイズが十分育たない

15
状況も確認された。 

 

（4）指標 3-4：MoAFS の普及活動を通じて、ムズズ ADD 管区の農民 1 万人が研究プロトコル

に採用された堆肥づくりと施肥技術を利用する。 

本指標の達成状況については本調査時点で判断不能である。 

LF からプロジェクトの技術を用いた施肥作成・施用技術を習得した FF の数をプロジェク

トでは把握していない。他方、普及員や農業試験場はフィールド・デーをムズズ ADD 管内

で数回実施し、農家が肥料作製・施用を含む新しい農業技術を学ぶ機会を提供している。プ

ロジェクトは 3 種類の堆肥作成・施用に関する普及用のリーフレットを作成した（活動 3-4）。

支援終了までに、LF と FF に対する普及活動を更に推進する予定である（活動 3-5、3-6）。 

 

アウトプット 4：SLM 技術を全国に普及するための方策が示される。 

アウトプット 4 は、今後、残されたプロジェクト活動が円滑に行われれば、プロジェクト

終了までに達成される見込みである。 

（1）指標 4-1：セミナーやワークショップを通じて、参加した 90％の LRCD 専門員が SLM 技

術についての知識を取得する。 

本指標は協力終了までに達成が見込まれる。 

                                                        
12 ある LF は、2013/14 作期は化学肥料のみ 13 袋購入、2014/15 作は化学肥料 8 袋と有機肥料 3 袋を使用した。2015/16 作期は

化学肥料購入の予定はなく、有機肥料と堆肥のみ使用すると説明した。 

13 FISP では、化学肥料を含む農業投資財は貧困層の農家から優先的に配付される。現在、マラウイ政府内で FISP 見直しの議

論がなされており、市場価格の 5～50％まで農家の所得により段階的に価格を設置するなどの案が出されている（LRCD 局

長聞き取り）。 

14 50kg/MWK18,000（約 5,000 円）/作期。プロジェクトが対象 4 県で実施したベースライン調査では、95％の農家が化学肥料

を購入し、投入資材のなかでも化学肥料費が最も高額（同調査では MWK20,000）。（櫃田専門家、ベースライン調査報告書

p.30、2012 年 9 月）。 

15 複数の農家聞き取り 
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プロジェクトでは、LRCD 専門員向けに、堆肥作成技術、土壌肥沃度向上の必要性や、土

壌特性を踏まえた施肥とその際の堆肥施用の推奨、化学肥料との併用の効果などに関するセ

ミナー/ワークショップをプロジェクト終了前までに実施する予定（活動 4-1）。 

 

（2）指標 4-2：プロジェクトの結果や成果を MoAFS 職員やステーク・ホルダーに共有するため

のナショナルワークショップを開催する。 

本指標は協力終了までに達成が見込まれる。 

LRCD は年 1 回（5 月～6 月の間）実施している ADD 主催の農家対象堆肥キャンペーンな

どの機会を通じ、堆肥技術の普及を推進している。今年の堆肥キャンペーンはムズズ ADD

で実施し、プロジェクトの成果を示すことも一案として LRCD から提示された（活動 4-3）。

加えて、プロジェクトは ASWAp の持続的土地・水管理技術ワーキンググループにおいても

活動の成果を発表する予定。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：適切な SLM 技術を普及する MoAFS の能力が向上する。 

以下の調査結果から、プロジェクト目標は残りの活動が予定どおり実施されれば達成されると

見込まれる。 

（1）指標 1：SLM 技術ハンドブックが普及局により承認され、28 県すべての LRCD の専門技

術員に配付される。 

本指標は協力終了までに達成が見込まれる。 

プロジェクトは 2015 年 7 月中旬までに 2014/2015 作期の試験結果の分析を終了する。試験

結果が明らかになり次第、SLM 技術ハンドブックに取りまとめる予定である。同ハンドブッ

クに示される技術は、DAES によって普及プロセスに入る前に、MoAIWD の農業技術検討委

員会にて検討・承認される

16
。同ハンドブックは全国 28 県の LRCD 及び専門技術員に配付さ

れる予定。他方、プロジェクトは今後、主にアウトプット 4 に関する実施計画を策定するが、

プロジェクト期間内に 28 県の技術専門員と普及員（1,664 名

17
）に配付されるに至るには、

時間的制約を見据えた働きかけが必要である。 

現場では既に、プロジェクトが作成した普及用リーフレット“Technical Information Series

（No.1～No.3）”は対象 4 県の LRCO により活用されている。 

 

（2）指標 2：土壌・堆肥試験サービスが北部地域で提供され、普及員や農家がその結果を得る

ことができる。 

本指標は本調査時点で達成済みである。 

ルニャングワ試験場の分析室がプロジェクト支援により整備され、C/P への技術移転が進

み、北部地域では初となる土壌・施肥分析サービスが既に開始されている。2012 年の設立か

ら同試験場は土壌分析依頼を受け始め、2014 年には依頼数が顕著に伸びた。分析結果の利用

                                                        
16 マラウイでは堆肥技術は既に導入されている。今回プロジェクトが推奨する技術は、マラウイ側関係者は従来の堆肥作成

技術を更に精査し、データを備えたものととらえているが、新しい技術が含まれている限り、諮問委員会の承認は必要

（LRCD 聞き取り）。 

17 2014 年の人数（DAES）。 
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については、農家まで伝わっていないケースと、農家は結果を得たものの内容が理解されて

いないケースが確認された。 

 

３－５ 上位目標の達成状況 

上位目標：適切な SLM 技術が全国に普及される。 

以下の理由から、上位目標の達成は限定的とみられる。調査団はいくつかの要因から、上位目

標の指標をより現実的なものに再設定する必要性があると確認した。 

 

（1）指標 1：SLM 技術が MoAFS やステーク・ホルダーのプログラムに導入される。 

プロジェクト終了後も土壌肥沃度を向上するため、LRCD は有機肥料の全国レベルでの使

用を推進する強い意向を示している。堆肥作成と施用は土壌肥沃度を高めるため必要な措置

であり、マラウイの政策と合致している。プロジェクトが推奨する堆肥作成・施用技術が検

討委員会で承認された後は、堆肥キャンペーンなどの国家的なプログラムや、NGO、他ドナ

ーが実施するプロジェクトに導入される見込みはある。 

 

（2）指標 2：80％以上の全国の農業普及員が専門技術員から研修を受けたのち、SLM 技術を農

家に指導できるようになる。 

各県の LRCOは普及員と 2週間に 1回、活動モニタリングのための会合（Fortnight Meeting）

を行っている。同会合は LRCO から普及員へ新技術を移転する研修の場でもある。よって普

及員向けの研修システムは基本的には整備されているといえる

18
。普及員は技術専門員から

習得する堆肥作成・施用技術を展示圃場やフィールド・デーなどを通じて農家に伝える。農

家のなかで LF となった農家は FF にその技術を移転していくであろうと見込まれる。 

 

（3）指標 3：2020 年までに全国 XX 百万人の農民が SLM 技術を取り入れる。 

前述のとおり、マラウイ政府は堆肥キャンペーンやフィールド・デーなどを通じ、SLM 技

術を推進している。ある程度の農家はこれらの機会で 2020 年までに、SLM 技術を知り得る

と考えられる。しかし、目標数値の XX は設定されておらず、現時点で 2020 年までの達成

見込みを測ることはできない。「取り入れる」の定義も不明瞭である。 

現在マラウイ政府では全省をあげて各事業のモニタリング・成果達成指標の見直しを図っ

ている。従来の、作成された堆肥山の数、土壌肥沃が向上した耕地面積などで示される「ア

ウトプットベース」から、より最終受益者である農家への便益に焦点を当てた「プログラム

ベース」への転換であり、2015 年度は MoAIWD がパイロット省の 1 つに選定された。2016

年度から順次全省において移行される予定

19
であり、本プロジェクトの指標もこの方針に沿

った内容とする必要がある。 

 

  

                                                        
18

 実際の会合の開催状況は地域や予算によってさまざまである、との声も聞かれた。正確な開催状況を知るためには、LRCO

の会合記録を確認する必要がある。 
19

 LRCD 聞き取り 
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（4）上位目標達成のための外部条件 

PDM に示された上位目標（堆肥作成・施用技術の全国への普及）達成のための外部条件は、

「MoAFS/県が、SLM 技術を普及するため提案されるプログラムの実施のために十分な予算を確

保できる」である。プロジェクト期間中の状況を振り返ると、LRCD はプロジェクト活動を進め

るための予算執行に課題があったことが確認されている。同時に、堆肥キャンペーンやフィール

ド・デーといった通常業務での定期的なプログラムも LRCD は実施している。よって、上記外部

条件は上位目標達成のため現時点でも必要であり、論理的整合性は保たれているといえる。 

 

３－６ 実施プロセス 

（1）報告システム 

日本人専門家は JICA 本部、及び JICA マラウイ事務所、LRCD に対し半年ごとのプロジェ

クト進捗報告書と業務完了報告書を提出し、報告を行っている。JICA 本部及び JICA マラウ

イ事務所はこれら報告書、日本人専門家や C/P との議論を通じプロジェクトの進捗を把握し、

必要に応じ支援を行っている。 

普及員は LRCO に報告書を提出し、LRCO はムズズ ADD に報告を行っている。 

 

（2）意思決定とモニタリングのメカニズム 

JCC は MoAIWD 主席次官が議長を務めるプロジェクトの最高意思決定機関として、PDM

の改訂を含むプロジェクトの計画の承認と実施に関する事項の決定を行っている。JCC は以

下のとおり、これまで 3 回開催されている。 

第 1 回 JCC 会合は 2012 年 12 月に開催された。同会合では、PDM の改訂について議論さ

れたが、改訂内容に関する JCC メンバーの合意には至らなかった。その後、2013 年 2 月に

PDM+1 として改訂版が合意された。 

第 2 回 JCC 会合は 2014 年 2 月に実施された。同会合では PDM 第 2 版とともに、中間レビ

ュー結果が承認された。 

第 3 回 JCC 会合は 2015 年 4 月に実施された。同会合では、本終了時評価結果と上位目標

改訂 PDM 第 3 版に関する提案が合同評価チームからなされた。終了時評価調査の時間的な

制約もあり会合では最終合意には至らなかったが、今後 1 カ月以内（2015 年 5 月中）にマラ

ウイ側とコンセンサスを形成のうえで、今回の JCC で承認された合同評価レポートとともに

JICA、MoAIWD 間で M/M 署名を行う方向性が確認された。 

 

（3）圃場実証レビューと計画会議 

プロジェクトは 2014 年 6 月から、ムズズ ADD の担当職員、ルニャングワ農業試験場の技

術者、日本人専門家が出席し、3 カ月に 1 回、実証レビューと計画会議を開催している。会

議では、出席者は実証結果について議論、活動の進捗を報告し、AEDO 向け研修も会議の一

環として実施された。会議はプロジェクトの管理グループ間での意見交換の場となっており、

コミュニケーション醸成に役立っている

20
。  

                                                        
20 本会議は、中間レビューでの提言を受け実施され始めた経緯がある。他方、本調査中も日本人専門家から、ムズズ ADD で

の本会議のほか、プロジェクト管理レベルでの関係者間の日常的なコミュニケーション不足に関する問題点が指摘された。 
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（4）週間プロジェクト内部会議 

プロジェクトでは、プロジェクトスタッフと日本人専門家で毎週月曜日に週と月の予定及

び主な課題に関し情報共有を行っている。 

 

３－７ 中間レビュー提言に対しての取り組み状況 

2014 年 2～3 月に実施された中間レビュー調査の結果、協力期間後半のプロジェクト活動の円

滑な実施に向け、技術的側面及び運営管理に関する 7 つの提言がなされた。各提言とプロジェク

トの対応に関する詳細は付属資料 8 を参照のこと。 
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第４章第４章第４章第４章    ５項目評価結５項目評価結５項目評価結５項目評価結果果果果 

 

４－１ 妥当性 

以下の要因から、本プロジェクトの妥当性は「高い」と評価される。 

（1）マラウイ政府の政策・制度との整合性 

メイズ生産のための土壌肥沃度改善はマラウイの北部地域において最も優先順位が高い

事項の 1 つである。SLM 技術は MoAIWD の最上位の投資プログラムである ASWAp の 3 本

柱の 1 つである。マラウイ政府は堆肥作成と施用が FISP
21
による化学肥料の投入を補完する

ものと大きな期待を寄せている。 

 

（2）日本の開発援助政策との整合性 

日本国政府の対マラウイ共和国国別援助方針（2012）では、援助重点 3 分野の 1 つに、成

長の負の側面に対処する「脆弱性への対応」を掲げている。脆弱性への対応の 1 つとして、

貧困削減、格差是正を図るための「農村・地方開発」支援を謳っている。事業展開計画（2014）

でも、本プロジェクトは、農村部の持続的な振興を図る「農村開発・自然資源管理プログラ

ム」に貢献すると位置づけられている。これらの事項から、本プロジェクトとわが国の援助

政策の整合性は確保されているといえる。 

 

（3）対象地域・受益者ニーズとの合致 

1）LRCD の開発ニーズとの整合性 

LRCD は各県の農業事務所において、新しい技術や知識を普及員や農家に伝える責務が

ある。プロジェクト開始前までは、LRCO は科学的データに基づく確かな情報をもつこと

なく普及員や農家に対し有機肥料の重要性について伝えていた。プロジェクトの目的はこ

うした LRCO の課題に応えるものである。現在、LRCO は堆肥の作成・施用に関する知識

や経験、データを普及員や農家と共有することが可能となり、自信をもって彼らに接する

ことができている。 

ルニャングワ農業試験場の設置により北部地域における土壌試験が可能となり、これま

でチテゼ研究所など他 2 カ所に集中していた土壌試験が効率的に行われるようになった。

こうした面においてもプロジェクトは地域のニーズに応えている。併せて、LRCO の土壌

サンプリング技術も向上している。 

2）LRCO（SMS）、普及員のニーズとの整合性 

普及調整員や普及員の堆肥作成・施用技術や知識は、プロジェクト開始前は限定的であ

った。プロジェクトは彼らの能力向上に役立ち、農家の土壌肥沃度に関する考え方を変え

るうえで貢献している。 

3）農家のニーズとの整合性 

対象地域の農家は土地の荒廃がメイズ生産減少に影響していると認識している。

2014/2015 作期のように厳しい干ばつが発生しても、農家にとって生活や経済維持のため

                                                        
21

 農家の化学肥料費への負担は FISP 開始当初（2005/2006）のプログラムコストのうち 35％から 3％（2012/2013 年）に減少

したとの報告もなされている（Evaluation of the 2012/2013 Farm Input Subsidy Programme, Malawi, Final Report, DfID, 

November 2013）。 
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安定したメイズ生産は極めて重要である。プロジェクトの LF になった理由を FISP により

化学肥料を得られにくいと回答した農家が複数確認された。FISP による化学肥料を含む農

業投資材はすべての農家にいきわたっているとはいえない状況のなか、プロジェクトは農

家のニーズに応えているといえる。同様に、化学肥料の価格

22
は近年上がっており、多く

の小規模農家には手が届きにくくなっている。化学肥料を堆肥に置き換えることで農業投

資額を減らす経済的な理由も LF になる理由の 1 つとして確認された。 

 

（4）計画とアプローチの妥当性 

PDM の指標は中間レビューの結果改訂され、プロジェクト活動の方向性が関係者間で合意

された点においては、計画の妥当性は担保された。 

LF 制度は普及アプローチの方法としてマラウイでは確立されている。本プロジェクトで

も同制度が採用され、普及員の不足を補完する方法として機能していることから LF 制度の

活用はアプローチとして妥当であったといえる。 

 

４－２ 有効性 

以下の要因から有効性は「中程度」と評価される。 

（1）プロジェクトの達成見込み 

上記３－４で分析したとおり、プロジェクトはある程度 MoAIWD による SLM 技術の普及

能力向上に寄与している。プロジェクト目標を達成し、全国普及を進めていくためには、ア

ウトプット 4 の達成が待たれている。 

 

（2）アウトプットの達成によるプロジェクト目標達成への貢献 

ルニャングワ農業試験場の土壌試験ラボ設立以来、マラウイ北部地域での土壌試験が可能

となった。プロジェクトは、チェナチェナ及びムコンデジ農業試験支場の農場圃場での堆肥

作成を通じ、技術職員の能力向上にも貢献している。アウトプット 1 の達成はプロジェクト

目標の研究部分に関し、明らかに貢献している。 

LRCD と普及員の能力向上を図るアウトプット 2 において、プロジェクトは研究プロトコ

ルに基づき、普及員向けの研修用マニュアルを開発中で、本調査時点で、第 3 版まで改訂を

進めている。プロジェクトは研修マニュアルを基に堆肥作成・施用技術に関するリーフレッ

ト 3 種（ボカシ、チャング、ウィンドロー）も作成した。これらのリーフレットは写真や絵

が多用され、農家レベルでも理解されるように工夫されている。プロジェクトでかかわった

4 県の LRCD はリーフレットを活用した堆肥作成・施用指導を行い、プロジェクトの最後の

ステップである SLM 技術ハンドブックの作成につなげている。 

農家の圃場に堆肥作成・施用を進めるアウトプット 3 に関しては、プロジェクトは LF の

圃場において実証試験を 2013/2014 作期に開始し、現在進行中の 2014/2015 作期では、著し

い成果を上げている。調査団は今期の干ばつのなかでも LF の圃場のメイズの生育が際立っ

て良いことを確認することができた。LF も 2014 年と比べて 2015 年の生育の良さに一様に

満足している。今後収集・分析される今期のデータは SLM 技術ハンドブック開発のための

                                                        
22

 50kg/MWK18,000/season 
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非常に重要な情報として活用される。 

アウトプット 4 はプロジェクト終了後の SLM 技術の全国展開（上位目標）をめざすうえ

で MoAIWD 職員に必要な能力や下地づくりを行うことを意図している。マラウイ側 C/P が

主導的に関係者や対象地域以外の農家に SLM 技術を伝えていくことが期待される。 

 

４－３ 効率性 

以下の要因から、効率性は「中程度」と評価される。 

（1）各アウトプットの達成状況 

上記３－３、及び４－４－２で述べたとおり、アウトプット 1～3 はほぼ達成したといえ

る。アウトプット 4 については、もし残りの活動が計画どおりに実施されれば、プロジェク

ト終了前までに達成される見込みである。 

 

（2）投入 

日本側、マラウイ側からなされた投入（人材、資機材/施設、資金）の質、量、タイミング

は以下のとおり。日本側もマラウイ側もプロジェクト開始当時、人材の配置に課題があった。

中間レビュー以降こうした課題は一部改善されてきたが、普及関連の活動は現在でもやや遅

れが生じている。 

    

1）日本側投入 

日本人専門家の派遣やベースライン調査実施の遅れ、ルニャングワ農業試験場の土壌試

験用資機材の提供の遅れは全体的なプロジェクト開始当時の活動進捗に影響を及ぼした。

こうした遅れが普及活動開始の遅れにつながっている。2014 年度の JICA 予算は前年度に

比して減少し、2015 年度は回復した。 

2）マラウイ側投入 

各対象県では十分な予算が配賦されておらず、LRCO や普及員による LF 圃場での普及・

モニタリング用の燃料不足やフィールド・デー開催の遅延・未実施が生じている。2013/2014

年度には予算が充当され、LF が堆肥を作成する際に用いる防御用品が支給された

23
。 

ルニャングワ農業試験場の運営については、土壌試験用の試薬購入や堆肥作成要員の傭

上は主に日本側からの支援によりなされている。 

 

４－４ インパクト 

以下の要因からインパクトは「中程度」と評価される。 

（1）上位目標の達成見通し 

３－５で述べたとおり、上位目標の達成見込みは MoAIWD/県による十分な予算の確保に

向けたコミットメントに大きくよっている。 

予算が配賦されれば、既に確立されている機会（プロジェクト・レビュー会合、LRCD が

議長を務める ASWAp の持続的土地・水管理技術ワーキンググループ、LRCD 年次総会など）

                                                        
23 グローブや長靴など。肥料や材料を運ぶ一輪車もマラウイ側により購入されたが、予算不足のため農家まで輸送できず、ム

ズズ ADD に留め置かれている（普及員などプロジェクト関係者聞き取り）。 
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を活用し、LRCD は堆肥作成・施用技術を推進していくものと見込まれる。 

現場レベルでは、ムズズ ADD が中心的な組織となり、主体的に堆肥作成・施用技術を全

国規模で広めていくことが望まれる。 

ムズズ ADD 内で DF や Tiyeni、LIN など複数の NGO がプロジェクトで推奨しているボカ

シ肥、チャング肥などを適用した堆肥関連の活動を行っている。DF の LF は本プロジェクト

が実施した堆肥作成・施用に関する研修に参加する機会も得るなど、プロジェクト活動の広

がりも確認された。 

 

（2）政策面でのインパクト 

SLM 技術は ASWAp の主要課題の 1 つであるが、プロジェクトが ASWAp にインパクトを

与えたとの観察は現時点ではなされなかった。今後、ASWAp の持続的土地・水管理技術ワ

ーキンググループ等の場を通して、プロジェクト成果の周知とそれの面的展開への方策につ

いて議論されるべきである。 

 

（3）環境、経済・社会的なインパクト 

プロジェクトが推進してきた堆肥を活用した農業は対象 4 県における土壌肥沃度を向上さ

せるうえで大きな貢献を果たした。LF の生産するメイズは記録的な干ばつのなかでも 2014

年よりも生育がよいことが確認されている。こうした成果から、堆肥は土壌に与える環境の

影響を軽減する技術であるといえる。 

堆肥は経済的にもプラスの影響を与えている。LF は堆肥を作成・施肥することで化学肥

料のコストを抑えることに成功している。プロジェクトは、小規模農家による堆肥作成・施

用にかかる費用対効果分析を行う予定である。 

ムズズ ADD を拠点に活動する複数の NGO は本プロジェクトが推奨している堆肥作成・施

用技術を自らのプロジェクトに取り入れている。DF の活動では、4,200 農家、Tiyeni では 1,500

の農家がムズズ地域で本プロジェクトが推進する技術により堆肥を作成・施用している。 

 

（4）ネガティブインパクト 

本調査中にプロジェクトからのマイナスのインパクトは確認されなかった。 

 

４－５ 持続性 

以下の要因から持続性は「中程度」と評価される。 

（1）政策面 

ASWApはマラウイの農業分野における最上位の投資プログラムである。ASWApにおいて、

SLM 技術の向上は 3 本柱の 1 つと位置づけられている。マラウイ政府は堆肥作成・施用を

SLM 技術の 1 つとして今後とも他ドナーとともに推進していく意向を示している。 

 

（2）組織面 

マラウイでは普及システムは確立されており、農業技術は県の LRCO から普及員へ、普及

員から LF へ、LF から FF へとカスケード方式で伝播されている。本プロジェクトの技術ハ

ンドブックが中央政府により承認されれば、こうした普及システムで技術は広まっていくと
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見込まれる。他方、現在の普及員充足率は全国の普及計画区（Extension Planning Area：EPA）

の 64％で、普及員不足は依然として課題である。 

農業試験場については、プロジェクト開始以来土壌部門担当の研究員が不在のまま現場の

技術者とプロジェクト雇用のアシスタントスタッフによって活動が進められてきた。2014 年

末にルニャングワ農業試験場に 1 名の研究員（大卒レベル）が配属され体制は整った

24
。し

かし、土壌試験ニーズが高まるなか、限られた人員で対応できるか、課題は残る。 

 

（3）財政面 

マラウイ政府はこれまでプロジェクト活動の実施に際し、予算面では大幅に日本側に依存

してきた。財政的な持続性は LRCD や DAES の通常予算（Other Recurrent Transactions：ORT）

や ASWAp の堆肥作成・施用向け予算獲得へのコミットメント次第といえる。 

土壌/堆肥分析サービスや堆肥試験は SLM 技術の普及に必須の事業である。ルニャングワ

農業試験場の土壌/堆肥分析サービスに関しては、試験場は小農以外の外部の民間組織からは

定額に基づく料金の徴収を行っている。今後、公式の銀行口座開設に伴い、収益の 80％がル

ニャングワ農業試験場に配賦され、20％が国庫に納められることとなる。こうした徴収シス

テムが確立すれば、財政面での自立性は大いに高まると期待される。 

 

（4）ターゲットグループのオーナーシップ 

インタビューに回答した多くの LF は堆肥作成のための材料、水、運搬費の負担があると

現状を伝えていた

25
。一方で、堆肥作成・施用の効果も実感しており、プロジェクトが終了

した後も継続的に堆肥を作成し、施用するとの強い意思を示した。LF は FF へ技術指導を行

うことにも非常に熱心であり、プロジェクト終了後も継続的に FF に指導する意欲を示して

いる。 

 

（5）知識と技術 

プロジェクトと活動をともにしてきた LRCD と普及員、農業試験場職員の技術は今後とも

維持されていくと見込まれる。一方で、異動が頻繁に起きる

26
なか、新人職員に対し継続的

な研修がなされない限り、組織全体として技術を保持していくことは困難であろう。 

プロジェクトはできるだけ地元で採れる材料を用いた堆肥作成技術を移転してきた

27
。ル

ニャングワ農業試験場のラボで行う土壌分析技術は、研究スタッフがプロジェクト終了後も

自ら継続できる技術が注意深く選択されている。 

プロジェクトが推進してきた堆肥技術は全国で適用可能なものであり、幅広い普及が見込

まれる技術である。 

                                                        
24 日本人専門家向け質問票回答 
25

 材料（特に家畜糞と水）の入手容易性については対象地域によって状況が異なる。マラウイ湖に面するカタベイ県は農家

の多くが漁師で家畜の保有数が限られる。降水量もあり水の問題は少ないが、キャッサバやコメを食する習慣でメイズ栽

培は少なく堆肥作成に必要な植物残渣が不足している。一方、ムジンバ県では放牧が盛んで家畜糞の入手には問題ないが、

乾燥しており水の入手が容易ではない。 
26

 本プロジェクトでも期間中 4 名の農業試験場職員が異動した。 
27

 研究プロトコルではメイズが主な植物残渣として活用されることになっている。プロジェクトではプロトコル外の研究と

して、コメの籾などを使用した実証も農業試験場で行っている。 
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４－６ 効果発現にかかる貢献・阻害要因 

（1）効果発現に貢献した要因 

プロジェクトは 2014 年 9 月に初めて研究プロトコル・レビュー会合を各県で実施した。

同会合には全 LF、普及員、LRCO、日本人専門家が参加した。会合において、プロジェクト

は 2013 年 7 月から 2014 年 7 月までの活動報告と、次年次の活動計画について報告を行った。

本会合は参加者間のコミュニケーションを醸成し、特に、LF にとって、プロジェクト活動

として堆肥作成と施用を行っていく意義を明確にもつ有益な機会となった

28
。 

今期のマラウイ北部地域には酷い干ばつが襲い、メイズ生産に大きな影響を及ぼした。そ

うした厳しい環境のなかでも、LF の圃場では昨期よりも良い生育を見せ、収穫量も増えた。

干ばつ自体はすべての農家に更なる試練を与えたが、LF、FF、一般農家が堆肥の効果を知る

うえでは大いに役立った。 

 

（2）効果発現に係る阻害要因 

ムズズ ADD のプロジェクト管理チーム（Project Management Team：PMT）の十分な合意

形成がなされないままプロジェクトの意思決定がなされている。「定期会合を含めた協力的

な意思決定プロセスを PMT が踏むことを提言する」

29
との指摘が中間レビュー時に阻害要因

として挙げられている。その後上記提言への対応として、プロジェクトでは四半期ごとに

PMT の会合を開催している。他方、本調査団は現在も PMT 内で日常のコミュニケーション

に改善の余地があることを確認した。 

LF の堆肥作成用の材料、水、運搬費が手に入りにくいことも本調査中に改めて確認され

た。家族の病気などを抱えた LF が途中で LF 活動から離脱する、もしくは十分な成果が上が

らないといった事例もみられた。こうした環境的・社会的要因も農家にとっては堆肥作成・

施用に障壁となっている。 

普及員から土壌試験結果を受け取っていない LF、受け取ったが意味が理解できず放置し

ている LF も散見された。土壌に関する情報は農家にとって非常に重要であり、土壌の科学

的な現状把握から必要な施肥量を算出するなどの方法は極めて合理的である。土壌試験結果

が農家に活用されるレベルに至るように、試験場技術者や普及員など分析サービス行政関係

者の能力強化を推進するべきである。 

 

                                                        
28

 それまで、LF は他のプロジェクトの LF と条件が違う（DF の LF は普及用に自転車の配付があるが、本プロジェクトでは

ない、など）ことで本プロジェクトへの違和感が伝えられていた。 
29

 中間レビュー報告書（JICA,2014 年 6 月） 
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第５章第５章第５章第５章    結論結論結論結論 

 

プロジェクトは堆肥作成・施用技術の科学的検証と農家への普及をつなぐという意味において

価値あるものである。活動は PDM 改訂版に沿って進捗し、プロジェクト目標は残りの活動が予

定どおり実施されれば達成されると見込まれている。 

土壌/堆肥分析サービスが北部地域で開始された点はプロジェクトの大きな成果である。今後ム

ズズ ADD のオーナーシップにより普及活動が進められることが期待され、それはプロジェクト

の持続性につながるものである。 

また、5 項目評価についても中程度もしくは高い判定結果に至った。 

上記の現状を踏まえ、調査団は本プロジェクトが予定どおり終了することが適切である、との

結論に至った。 
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第６章第６章第６章第６章    提言・教訓提言・教訓提言・教訓提言・教訓 

 

６－１ 提言 

以下の提言につき終了時評価調査団としてプロジェクト及びマラウイ側に提案し、第 3 回合同

調整員会（JCC）において承認された。 

 

（1）今後の活動計画の策定（協力期間中、協力終了後） 

ルニャングワ試験場における土壌・堆肥分析や堆肥圃場試験に係る技術能力向上など成果

が上がった分野がある反面、技術資料の作成、SMS や普及員の能力強化、SLM 技術の全国

普及に向けた活動など今後一層加速化が求められる活動も残されている。したがって、①協

力期間中、②協力終了後に実施すべき活動を具体化し、活動計画を策定することが求められ

る。上記活動計画の策定はマラウイ側が中心となり、本評価終了後 1 カ月以内に作成すると

ともに、個々の活動の進捗管理を行っていくことが求められる。また、成果がまとまった段

階で“ASWAp：Sustainable Land and Water Management Technical Working Group”で積極的に

発信していくことが求められる。 

 

（2）持続性の向上 

1）SLM 技術の全国への普及 

SLM 技術の全国への普及が求められているものの、マラウイ側予算の不足が大きな不安

材料となっている。したがって、LRCD、DAES、ムズズ ADD 等関係部局が連携してマラ

ウイ政府の他のプログラム/プロジェクト等から必要な予算を確保するよう働きかけてい

くことが求められる〔Other Recurrent Transactions（ORT）と呼ばれる政府予算、ASWAp

からの予算確保など〕。また、SLM 技術の普及を推進する他機関（援助機関、NGO など）

との連携の可能性を具体的に探っていくことが求められる。 

 

2）ルニャングワ農業試験場における継続的な活動 

土壌/堆肥分析サービスの実施や堆肥圃場試験は SLM 技術の普及を進めるうえで重要性

が高い。土壌/堆肥分析サービスに関してルニャングワ農業試験場では分析料の徴収を開始

したが（80％は同試験場で活用し 20％は国庫に納める予定）、これは今後の分析活動の持

続性を高めるうえで有効である。ただし、現状では分析料の徴収を通じて十分な資金を確

保できるか不透明である。また圃場堆肥試験に関しては今後の予算措置のめどが立ってい

ない。 

したがって、SLM 技術の普及と同様にマラウイ政府の他のプログラム/プロジェクト等

から必要な予算を確保するよう働きかけていくことが求められる（ASWAp からの予算確

保など）。 

 

（3）技術資料の作成 

1）作成すべき技術資料の明確化 

現段階では、プロジェクト活動の成果を基に①どのような技術資料を、②だれ向けに、

③いつまでに、④どれくらい作成するのか固まっていない。したがって、これらを明確に
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するとともに、スケジュールを具体化することが求められる。なお、上記プロセスはマラ

ウイ側の主体的な取り組みの下で進められることが望まれる。 

 

2）農民にも分かりやすい SLM にかかる技術メッセージの取りまとめ 

上記①で整理される技術資料のうち、SLM にかかる技術メッセージ（活動 1－13）は現

在実施中の堆肥圃場試験の結果に基づき完成させることとなるが、既に得られた結果を基

にできる業務を進めることが求められる。同業務は土地資源保全局（LRCD）とともに普

及、研究部局を巻き込んで進めることが重要である。 

なお、上記技術メッセージの作成の際には、SLM 技術が農民に取り入れられるよう、分

かりやすさとメッセージ性を意識するなど農民にも理解できるものとするよう十分に配

慮する必要がある。 

 

（4）ムズズ ADD の主体性の強化 

プロジェクト活動の推進にはムズズ ADD の役割が非常に重要となるが、これまでは日本

側に依存する面が大きく、プロジェクト・マネジャーをはじめムズズ ADD の関与が限定的

であった。プロジェクト活動の中心は研究（ルニャングワ農業試験場、他）から技術資料の

作成や普及に軸足が移りつつあることもあり、ムズズ ADD の役割は一層重要性を増してい

る。また、ムズズ ADD は協力終了後の活動の実施・全国に向けた拡大において中心的な役

割が期待されている。 

したがって、今後はムズズ ADD が中心的な役割を果たしたうえでプロジェクト活動に係

る計画立案、実施及びモニタリングなどを進めていくことが求められる。 

 

（5）提言事項の進捗の確認 

上記提言事項の進捗を定期的（月 1 回など）に確認するためマラウイ側が中心となりプロ

グレスレポートをまとめ LRCD の局長宛に提出することを想定している。各提言事項の進捗

の確認は協力終了までにとどまらず、活動の持続性及び SLM 技術の幅広い普及を担保する

ため、協力終了後もマラウイ側により継続的に実施していくことが望まれる。 

 

（6）その他 

上位目標の見直し 

上位目標はプロジェクトの正のインパクトとして協力終了後 3 年度をめどに達成が期待さ

れる目標である。しかし、これまでの上位目標の指標は「全国の XX 百万人の農家が持続可

能な土地管理（SLM）技術を採用する」など（マラウイ側の強い意思を示すものではあるも

のの）実現可能性が不透明な過大な指標が含まれていた。したがって、現実的な指標を設定

するべくマラウイ側調査団と協議を行い、改定案を取りまとめた（付属資料 9 参照）。 

今回は時間的な制約もあり最終合意には至らなかったが、今後 1 カ月以内にマラウイ側と

コンセンサス形成のうえで、今回の JCC で承認された合同評価レポートとともに JICA、

MoAIWD の間で M/M 署名を行う方向性を確認した。 
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６－２ 教訓 

（1）農業セクターにおけるプロジェクト期間の設定 

本プロジェクトは圃場試験において新技術を開発する活動が含まれたプロジェクトであ

り、農作期の数はターゲット目標の達成を左右する要因になる。マラウイの農作期は一期の

みであり、また 2014 年には干ばつに見舞われたことも重なり、プロジェクト活動の一部に

は遅れが発生した。 

農業セクターのプロジェクト形成の際は、農作期の数を考慮して、十分な協力期間が確保

されること、または協力期間中の農作期で達成できる範囲の活動の枠組みに設定することな

どに留意することが教訓として抽出された。 

 

（2）人材確保の必要性 

本プロジェクトは土壌・施肥試験及び圃場試験の実施、同試験を経て得られた堆肥を中心

とする持続可能な土地管理技術の専門技術員、普及員及び農民への普及を進める案件であっ

た。しかし、当該分野で活躍する日本人人材は極めて少なく、人材確保に時間を要したため、

プロジェクト活動が軌道に乗るまでに時間を要した。今後は人材のめどをある程度つけたう

えで協力枠組みを固めることが肝要である。 
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第７章第７章第７章第７章    団長所感団長所感団長所感団長所感 

 

７－１ マラウイ側の主体性の向上 

中間レビューで課題として取り上げられたマラウイ側の主体的な取り組みに関して、本調査を

通じて研究（ルニャングワ農業試験場及び Sub-stations）、現場レベルの普及員による活動（LFs

支援など）ではマラウイ側による前向きな取り組みが確認できた。他方、本来中核となるべきム

ズズ ADD の主体性はいまだ十分とはいえない状況にあり、プロジェクト運営管理は日本側専門

家チームの尽力の下で進んでいる印象を受けた。この背景には、これまでの活動は（ムズズ ADD

ではなく）ルニャングワ農業試験場等での土壌・堆肥分析及び堆肥圃場試験を中心に進んできた

ことがある。しかし、今後はムズズ ADD を中心に上記研究成果を踏まえた技術情報の取りまと

め、SMSs 及び普及員への研修を通じた SLM 技術の普及に注力していく必要があり、Project 

Manager のリーダーシップの下、一層ムズズ ADD の土地資源保全官（LRCO
30
）、農業普及開発員

（AEDO）の役割の重要性が増すこととなる。 

協力終了後はすべての活動がマラウイ側により実施されていくこととなることから、今後は日

本側専門家チームが手を下すのは最小限に抑え、少々時間を要したとしてもマラウイ側による活

動計画立案・実施・モニタリングなどの主体的な取り組みを粘り強く促していく必要がある。 

 

７－２ ルニャングワ農業試験場における財政面の自立性向上の取り組み 

本プロジェクトを通じてマラウイ北部で唯一（マラウイ全土でも 3 カ所のみ）土壌・堆肥分析

能力を獲得したルニャングワ農業試験場では、財政面の自立性強化に向けて 2014 年より土壌・

堆肥サンプルの分析料として一要素ごとに 500MKW（約 140 円）の徴収を開始した

31
。この仕組

みでは、徴収額の 20％を政府に納め、80％は同試験場の活動に充てることとなっている。 

土壌・堆肥サンプルの分析は 2012 年より開始したが、2014 年には前年に比べ飛躍的に分析サ

ンプル数が増加した。現在はマラウイ側の予算不足もあり分析に必要となる試薬類は日本側で供

与しているが、今後分析サービスの有用性が広く認知され更に分析数が増加した場合には、財政

面からは安定的な分析業務の実施につながることとなる。分析料の徴収は始まったところであり

今後の動向を注視する必要があるものの、財政的に特に厳しいマラウイにおいては財政面の持続

性を高める有効な方策と考えられる。 

 

７－３ 関連機関との連携の強化 

今回の調査において、堆肥に関する活動を実施しているノルウェー開発基金（Development Fund 

of Norway：DF）と協議を行った。DF のプロジェクトでは広範な活動の 1 つとして堆肥の普及に

取り組んでおり（ムズズも対象地の 1 つ）、これまでも DF 側の土壌サンプルをルニャングワ農業

試験場で分析するなどの連係がなされてきた。今回の協議の結果、①本プロジェクトの技術的成

果を DF 側に引き継いでいく、②（協力終了 2 カ月前となる）2015 年 9 月までに再度協議の場を

もち相互に技術的成果を共有する、③DF 側で既に作成済みの堆肥に関するハンドブックのアッ

プデート（2018 年を想定）の際に本プロジェクトの技術的成果を反映するなどの方向性を確認し

                                                        
30 LRCO は Subject Matter Specialist（SMS）とも呼ばれている。 

31 普及員から持ち込まれた小農の土壌サンプルは分析料を徴収していない。 
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た。 

今後本プロジェクトでは圃場試験の結果を踏まえて技術資料を作成していくこととなる。これ

ら技術資料が適切に DF に引き継がれるよう密な情報共有を行っていく必要がある。 

また、本プロジェクトの成果の広範な活用を図るため、「ASWAp 持続可能な土地・水資源管理

技術委員会（Land and Water Management TWG）」をはじめ幅広いプログラム/Stakeholders に対す

る技術的成果の働きかけを積極的に行っていくことが求められる。 
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